










































データセクションBMLグループとは BMLのサステナビリティ価値創造のための成長戦略

事業概況　臨床検査事業

BML検査本部長

柴田 健治

ヒューマンエラーの排除と
高いトレーサビリティーを
より進化させる

BMLグループでは、BML総合研究所を中心としたラボネットワークにより、全国どの地域でも正確かつ等質な
検査を提供できる仕組みを構築し、皆さまにご利用いただいております。また、健診や人間ドックなど予防医療の
分野にも力を入れ、検査項目のメニューアップに取り組んでいます。信頼性の高い検査を実現するために、
バーコードによる検体管理と工程の自動化を進め、ヒューマンエラーの排除と高いトレーサビリティーの確保に取
り組んできました。1990年代に検査用検体分注を自動的に行う高速検体分注システム「フロンティアシステム」と、
これに連動する生化学、血液学分野の自動分析トータルシステム「シンフォニー・ケミストリー」「シンフォニー・
ヘマトロジー」を稼働させました。またISO15189、CAPをはじめとする各種の信頼性規格を導入し、更なる品
質の向上に努めています。
より多様化する臨床検査業界において、ヒューマンエラーの排除とトレーサビリティーは皆さまに高い信頼性を
もってご利用いただくための永遠のテーマであり「フロンティア・シンフォニー」の発展をすすめ更なる自動化と 

先進的な検体管理システムの構築に取り組んでまいります。

8次中計では全国に展開するラボの品質向上を目的に規模別に大、中、小に規定、規模ごとに検体の前分注、
生化学、血液学、免疫検査の標準装置を設け、標準化を開始しました。

9次中計ではこの標準化機器の配備を完了する他、ここで標準化されたラボを運営する検査員育成のための教
育研修ラボを開設し、統一された標準作業手順書を用いた教育体制を整えます。この標準化教育体制により職員
の作業習熟度が高まり検査業務の品質向上がなされるとともに全体の生産性を向上させます。

事業概要と事業の目指す姿について

前中計の振返りについて

標準化ラボの推進と細菌検査の地方展開によるサービスレベル強化

また、8次中計で拠点ラボのサービス最適化として関連会社など拠点8ラボで細菌検査の充実により結果報告の
迅速性を高めてきました。これに続き9次中計では血液培養検査の質量分析同定、新しい薬剤感受性試験の全国
展開を行い、各地域での細菌検査のサービスレベル強化を図る計画としています。

2019年度以降猛威をふるった新型コロナ禍の収束により今後の受託臨床検査市場は2019年度以前のような
従来型臨床検査項目を主体とした微増推移トレンドに戻ってくるものと予測されます。しかしながら受託臨床検査
の事業環境としては収益悪化の方向に向かっていると分析されます。医療費抑制トレンドに加えここ数年間で検査
における各種資材費や人件費などが上がっており原価上昇の傾向が継続しています。また、就労者人口の減少と
労働者1人あたり労働時間の減少により労働力確保の環境が悪化しています。厚生労働省「雇用動向調査」でも
未充足求人数は2022年には約130万人まで増加しています。未充足求人が最も多いのは医療・福祉で約23万
人となっており、検査業界でも厳しい状況となっています。この観点から業務効率化を強く意識した臨床検査業務
の再編成が必要と考えています。
しかしながら、このような環境下であっても医療サービスを提供するBMLは適切なタイミングで正確な検査結
果を提供することが最重要テーマであり、継続的に提供できるよう効率的で強い検査体制の構築に取り組むこと
が責務として業務に励んでまいります。

▶ 新棟を中心とした高効率ラボの実現
新棟を中心とした次世代ラボではより信頼性の高い検査を実現するために検査体制の再編を行います。ヒューマ

ンエラーの排除と高いトレーサビリティーをより進化させるため、特に新自動分注システムをコアに自動化・処理
能力を高め、それと連動する新生化学、免疫検査システム、新血液検査システムにRFIDを活用して検体管理、
情報管理の連携を向上させることで、品質管理を高めながら省人化を進めます。またAGVを活用することで拡張
したラボ内の各検査室への物流効率を図る他、検査後の検体自動保管庫を拡大更新し、一貫した工程管理によ
り、安定した運営体制を実現させる計画です。
▶ 高機能検査の提供
新型コロナウイルス感染症のパンデミックの中、臨床検査が果たした役割は大きかったといえます。感染症の発
生率は上昇傾向にあり、今後も起こりうる感染症に対応した役割を果たすためBSL-2、BSL-3各検査室を維持
してまいります。
高齢化が進む中、慢性疾患やがんの発生率も上昇傾向にあります。より有効な医療を提供するためにこれら疾
患に対応した技術的に高度な検査の提供は病気の早期診断に対する要求と相まって必要不可欠な検査として発展
すると考えられます。
がんゲノム研究の進歩により個別のがん遺伝子を標的とした薬剤の開発が進み、遺伝子情報をもとに患者様ご

とに適切な薬剤を投与することが可能となってきています。そして、近年では数百種類の遺伝子を同時に調べる「が
ん遺伝子パネル検査」が行われるようになってきています。BMLではこれらがん遺伝子パネル検査室を大幅に拡
張し、新しい検査を積極的に取り入れ、臨床でより有用な高機能検査分野の充実を図ってまいります。また、が
んの領域に限らず難病や希少疾患の分野にも注力し、医療に貢献してまいります。

新中計における次世代ラボをコアとした事業戦略
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データセクションBMLグループとは BMLのサステナビリティ価値創造のための成長戦略

事業概況　臨床検査事業

株式会社ピーシーエルジャパンは、株式会社BMLが
100％出資する病理学的検査（病理組織検査・細胞診検
査）を専門に受託する検査会社です。
年間の検体受託数は、病理組織検査が約90万件、細
胞診検査が約270万件あり、国内最大級の件数を誇って
おります。また、この大量の検体受託数に対応すべく全国
から専門性の高い病理専門医及び細胞検査士を多数招聘
し、精度の高い検査結果の提供に努めております。在籍す
る病理専門医は300名以上、細胞検査士は370名以上を
擁し、国内一の検査報告体制を構築していると言えます。
業界のフロントランナーとして時代の要請にお応えすべ

く、コンパニオン診断薬検査やがんゲノム検査など、新た
な領域への挑戦も積極的に行っております。

全国ラボネットワークピーシーエルジャパンの強み

病理学的検査（病理組織検査・細胞診検査）の結果は、直接患者様の生命に関わることが多く、他の検体検査に比べ、
より高い精度が求められるものと認識しております。そうした認識のもと、精度管理の一層の充実に向け、自動薄切装置
や自動塗抹装置等の自動化機器を積極的に導入し、標本作製のスピード化と品質の向
上を図っております。また、検査判定精度の向上を目指し、病理組織検査での病理専門
医によるダブルチェック体制や細胞診検査での判定支援装置の導入等も行っております。
こうした取り組みの成果として、COLLEGE OF AMERICAN PATHOLOGISTS（通
称CAP）認定施設の取得をはじめ、種々の認定を取得しております。

全国各地域の医療機関からの検査依頼は、全国12カ
所のラボで対応・処理しております。
●  首都圏 「PCL JAPAN（川越）」、「PCL大宮」、 

 「PCL品川」、「PCL東京」（杉並区3カ所）、 
 「PCL飯田橋」

●  北海道地域 「PCL札幌」
●  東北地域 「PCL盛岡」
●  関西地域 「PCL大阪」
●  九州地域 「PCL福岡」、「PCL北九州」
全国各地域にラボを配置することで、地域密着型の体
制で依頼にお応えしております。
また、増加する検体受託数に対応する為に、「PCL東
京（杉並区3カ所）」、「PCL飯田橋」を、集約のうえ拡
張する形で、2025年1月に新たに開設する「PCL東京」
（新宿区）へ移転する計画となっております。

国内最大級の検体受託件数と
国内一の検査報告体制

2025年1月開設「PCL東京」（新宿区）完成予想図

CAP認定証

TOPIC

病理学的検査（病理組織検査、細胞診検査）は主に
がんを対象とした検査であり、分子標的薬などがん治療
法の進化とともにその重要性は年々高まっています。こう
した検査の高度化と需要の高まりに応えるには優秀な専
門医と検査技師が不可欠であり、体制の拡充に今後も注
力してまいります。また、検査の結果が診療に決定的な
影響を及ぼすことから、検査精度の維持管理は最優先事
項であり、病理専門医による病理組織検査のダブル
チェック、細胞診検査における判定支援装置の導入など、
これまで地道に築き上げてきた検査精度向上の施策を今
後も継続し、さらに、病理標本のデジタル化やAIの活用
など、DX化にも積極的に取り組んでまいります。

ピーシーエルジャパン
社長メッセージ

今後の戦略について

ピーシーエルジャパン 社長　是安 俊之

高水準の精度管理ピーシーエルジャパンの強み
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データセクションBMLグループとは BMLのサステナビリティ価値創造のための成長戦略

事業概況　食品衛生事業

システムラボ営業

関連する３つの強み

システム

関連する３つの強み

ラボ営業

幅広いビジネスドメイン事業の強み1 日本全域をカバーするネットワーク事業の強み2

BMLの事業は、食品・商品検査、衛生コンサルティン
グに関わる幅広いサービスを1社で提供できることが特長
です。単発のご依頼に基づく検査・点検・監査だけでな
く、お客さまのパートナーとして商品・サービスの価値を
高める衛生対策・品質管理の仕組みづくりを総合的かつ
長期的な視点でサポートすることができます。お客さまは
検査・点検等のたびにサービス提供会社を探す手間を削
減でき、BMLに衛生対策・品質管理に関するあらゆる悩
みや質問をご相談いただけます。

BMLでは全国５事業所（札幌・東京・名古屋・大阪・
福岡）、４検査拠点（札幌・埼玉・大阪・福岡）を持ち、
各地で活躍されているお客さまはもちろん、全国で複数店
舗を構えて事業を展開されているお客さまにも、サービス
を提供することを可能にしています。
また、BMLではコンサルティング事業の厨房点検や工
場監査を専門性の高い有資格者である職員が対応してお
り、このことを背景にした全国で統一された高い品質での
点検・監査の実施にはお客さまより高い評価をいただいて
います。検査事業においては埼玉をメイン検査拠点として
特殊な検査にも対応し、迅速性が求められる検査は各地
の検査拠点で対応可能な体制を構築しています。

埼玉検査センターは、試験所の能力に関する国際規格
であるISO/IEC 17025に適合している試験所として、食
品中の一般生菌数、大腸菌群、栄養成分分析（水分、灰
分、たんぱく質、脂質、炭水化物、ナトリウム、熱量）の分
析試験の分野において認定を受けています。BMLでは、
本認定制度によって認められた確かな品質管理体制の元、

検査検体をお預かりしてからご報告に至るまでにおいて管
理を行い、検査を実施しています。また、ISO/IEC 17025

の認定機関による検査報告書はFSSC 22000における要
求事項を満たすことが可能となり、認定を取得した試験
所における検査結果は国際的に通用する信頼性のある報
告書となります。

食品の微生物・理化学検査、商品の品質検査、飲食店の厨房衛生点検、

食品工場監査、衛生管理・品質管理の仕組みづくり、食品安全認証の取得支援まで、

ワンストップによるサービスを、多種多様な業態のお客さまへ提供

全国各地に拠点を持ち、北海道から沖縄まで

全国一律の目線での点検が可能

複数店舗を運営するお客さまの管理を統合的にカバー

検査、店舗点検、工場監査、認証、食品表示をすべてカバー 食品衛生事業拠点を主要都市に配置

ISO/IEC 17025の試験所認定取得

※各種項目には食品検査/検便検査サービスが含まれます。

食品衛生事業のネットワーク

01 本社・東京事業所 

02 埼玉検査センター

03 札幌事業所

04 名古屋営業所

05 大阪事業所

06 大阪検査センター

07 福岡事業所

サービスの提供範囲

また、BMLは飲食店から、ホテル、結婚式場、コント
ラクトサービス、デベロッパー、食品メーカー、コンビニ
エンスストアや百貨店など、多種多様な業態のお客さま
に対して幅広くサービスを提供してきました。特定の業種
業態に偏らず、各々の特徴を踏まえながらサービスの提
供ができる実績を積んできたことから、飲食店経営者が
テイクアウト商品を新規開発する場合や、ホテル事業者
がPB商品を製造委託する場合などでも、豊富な知見を
元に対応しています。

世の中の変化に呼応する検査サービスを目指して 事業担当者の声

近年、社会情勢は様々な面で大きく変化しておりますが、その中で、弊社は人々が健康に暮
らすための基本的活動である「食」に密接に関係する業務を行っておりますので、世の中の変
化に鋭敏に対応していく必要があります。弊社は2024年5月より、メインラボである川越の検
査所を拡充し、「埼玉検査センター」として新たなスタートを切りました。新検査センターでよ
り多くのお客さまのご依頼に応えるべく、効率化、省力化を進め、日々多くの検査を実施して
おります。さらに検査業務に加え、お客さまの強いご要望のもと、自社検査室の技術コンサル
ティングや技能確認のサービスを開始いたしました。今後、さらに多様化していくご要望に対
し、私どもの検査技術を通し、食の安全、ひいては消費者の皆さまの健康維持に貢献する
サービスを提供してまいります。

株式会社BML
フード・サイエンス

検査本部長

佐伯 和美
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事業別
売上高構成比
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データセクションBMLグループとは BMLのサステナビリティ価値創造のための成長戦略

事業概況　医療情報システム事業

医療情報システム事業 医療情報ネットワーク時代のIT化を語るうえで欠かせない「電子カルテ」。

保険制度の見直し、インターネットをベースにした経営・業務革新の流れ

が、従来の医療体制を大きく変えようとしています。医療機関において電

子カルテの導入は、こうした医療制度の変革の中、医療機関のリエンジニ

アリング、情報システムの構築に大きな効果があると期待されています。ま

た、経営分析、インフォームドコンセント、院内DX化にも必要不可欠です。

事業概要

BMLが永年にわたり医療の現場に携わってきた診療
所、クリニックからの要請に応え開発した電子カルテシス
テム、それが「Qualis Cloud」です。

1999年の厚生労働省によるカルテの電子媒体保存の
認可以降、2000年4月に診療所、クリニック向け電子カ
ルテ 「Medical Station」、2011年4月に無床診療所、
クリニック向け電子カルテ「Qualis」を開発し販売して
まいりました。
そして2022年4月、永年愛されてきた「Qualis」を完

全継承したクラウド型電子カルテ「Qualis Cloud」 をリ
リースしました。
「Qualis Cloud」は従来主流だったブラウザ版クラウ
ドシステムとは違い「スマートクライアント方式」を採用し、
ブラウザ版では実現できなかった、多岐にわたる機器と
の連携が可能となるなどオンプレミス型特有のメリットを
併せ持つクラウド型電子カルテです。
「Qualis Cloud」 はこれからも医療現場の声に耳を傾
けさらに成長を続けます。

会計

外部検査機関（BMLほか）

オーダー

診察 検査

オンライン予約
システム

オンライン診療
システム

医療情報
データベース

画像ファイリング
システム

心電図

外注検査 経営分析
サービス

オンライン請求

WEB問診
システム

診察券発券機

再来受付機

画像診断装置

CR 超音波 CT MRI

検査結果

オンライン
資格確認 院内検査機器

自動精算機

クラウドサーバー クラウドサーバー
（二重バックアップ）

受付

Qualis Cloudの強み

サポートセンターによる支援体制完備事業の強み2
関連する
3つの強み システムラボ営業

多彩な機能を実現事業の強み1

・ 自由度の高いカスタマイズ性　　・ 多彩な支援機能を搭載　　・ 連動可能機器200種類以上

関連する
3つの強み システムラボ営業

万全なセキュリティ対策を実現事業の強み3

・  政府が定めるガイドラインに準拠 ・  ISO27017の取得

関連する
3つの強み システムラボ営業

医療情報を取り扱う情報システムサービスの
提供事業者における安全管理ガイドライン

総務省・経産省

医療情報システムの
安全管理に関するガイドライン

厚労省

スマートクライアント方式採用により
多岐にわたるニーズに応えられる
クラウド型電子カルテを実現

クラウドの選択理由

導入コストを
抑えたい

万が一の災害や
データ破損の
リスクに備えたい

流行りのクラウドを
採用したい

オンプレの選択理由

機能や
カスタマイズが
充実している方がいい

いざという時には
現地でも
サポートしてほしい

院内の機器と
連携して業務を
効率化したい

電話サポートや導入時の訪問教育、フィールドサポート
など様々な支援体制を構築

全国103拠点で充実のサポート体制
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データセクションBMLグループとは BMLのサステナビリティ価値創造のための成長戦略

事業概況　医療情報システム事業

医療情報システム営業部 部長

矢野間 載洋

お客さまニーズに沿った
ソリューション営業を展開

近年、「医療DX令和ビジョン2030」と題する政府の達成目標が追い風となり、医療機関での電子カルテ導入が
さらにスピードを増しています。「オンライン資格確認」の義務化、「電子処方箋」の奨励をはじめ、医療DXの推進
に必要な「インフラ整備」「情報のデジタル化」「デジタル化の普及・推進」の3つのプロセスのいずれも電子カル
テが基盤となることから、BMLにおける医療情報システム事業は益々重要性が増すものと考えています。事業発足
25年の節目を迎え、臨床検査事業を母体として築き上げた信頼と実績をベースに日常の診療から医療DXのプラッ
トフォームまで、品質と信頼が最優先の製品・サービスの提供、ブランド理念を一層確立してまいります。

医療情報システム事業の概要とビジョン

2022年4月、BMLはクラウド型電子カルテ「Qualis Cloud」の販売を開始しました。前中計期間における最大
のイベントであり、シェア拡大に向けた新規受注はもちろん、先発製品ご利用のお客さまのシステム更新（リプレイ
ス）にも注力しました。販社連携強化による販路拡充、SNS活用によるプロモーション強化、コロナ禍を考慮した
非接触型営業展開等の販売戦略を積極的に進めた結果、医療制度改革に関連した特需とあわせ業績はピークに達
しました。一方、こうした急速な業容拡大が品質と信頼の保守・サポート体制に影を落とす事態となったことを重
大な危機と捉え、予想を上回る好評を博した「Qualis Cloud」の新規受注を前中計最終年度ではあえて一時中止
としました。BML社電子カルテ製品をご利用のお客さますべてに品質と信頼の保守・サポートが提供できることを
最優先課題とし、組織体制、事業運営の再構築が急務となりました。

新中計初年度の2024年度中には、前中計期間に顕在化した課題の克服を図り、かつての品質と信頼の保守・
サポート体制を取り戻し、「Qualis Cloud」の販売再開へと繋げてまいります。販売一時中止期間に確信した事実
としては、オンプレ版「Qualis」の支持層が根強くおられること、お客さまの診療形態・規模をはじめとした一定
の条件下においてはオンプレ版「Qualis」の適合性が高いことがあります。そこで、開業時のニーズや診療形態・
規模拡充時のニーズにフレキシブルに対応可能な製品ラインアップと、ストレスフリーで製品間移動が可能な優位性
を活かした販売システムを構築し、お客さまニーズに沿ったソリューション営業を展開してまいります。お客さまから
の信頼に裏打ちされた健全な業容拡大を実現すべく、適正な組織体制、事業運営、そうした風土に帰属する人財
の育成にも一層注力する所存です。

前中計と課題認識

新中計と中長期事業戦略

電子カルテ導入と安定稼働への取り組み
電子カルテ導入は、カルテ入力や書類作成等にかかる時間・負担を大幅に減

らすことができ、医療機関内の業務効率化に繋がります。Qualisは直感的な操作
ができることをテーマとしていますが、操作に慣れていただくには時間を要するこ
ともあります。また、システムの故障や不具合発生、停電や災害等が発生する可
能性など様々なケースが想定されるので、サポートセンターではリモートでの操作
説明等において適切で迅速な対応を心掛けることにより、電子カルテ本来のメ
リットを最大限活かしていただけるよう尽力しています。
また、診療報酬改定や医療DX関連の推進など、新しい取り組みに関しても柔軟
に対応できるよう日々知識向上に努めています。

コールセンター担当者の声

本社サポート課

河口 ひろみ
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データセクションBMLグループとは BMLのサステナビリティ価値創造のための成長戦略

事業概況　医療情報システム事業

● カルテを探す、搬送、収納や伝票転記、貼り付けの作業負担
● カルテ保管スペースの確保
● レセコンへの入力作業負担と転記ミスのリスク
● カルテの紛失リスク　等

かつて、電子カルテの導入が挑戦であった時代があり
ました。しかし、現在はその有用性が広く認識され、完
全に電子カルテ普及期に移行したと言えます。
電子カルテは省スペースで多くの患者様の医療情報を
全て電子化しデータでの管理を可能とするため、それま
で大量に使われていた紙カルテの使用をなくすことで紙の
消費量を減らし資源を守ることにも貢献できます。
また、ペーパーレス化を進めることは院内情報管理の
効率化につながり、患者様の状況に的確に対応する医療
サービスの提供に有効です。

紙カルテ用の資源減少

紙カルテ→電子カルテの変遷

電子カルテの導入により医療機関では労働環境改善が
図れます。
必要な情報はタイムリーに共有され、端末を見れば患
者様の状況が把握でき、診察終了と同時に処置や会計の
作業ができるなど医師や看護師、スタッフの業務効率化
につながるだけでなく、紙カルテで懸念されていた転記ミ
スなどの人為的エラーを削減することができます。
また、診療の業務効率化が患者様の待ち時間短縮にも
つながり、検査結果などをグラフで示したり薬の写真を見
せながらわかりやすい説明ができるなど、患者サービスと
医療の質の向上にも貢献することができます。

電子カルテによる業務効率化で
クライアントの労働環境改善

ラボ営業

関連する３つの強み

システム

進化を続ける電子カルテ

紙カルテの場合

オンプレミス型電子カルテ

サーバー

１

クラウド型電子カルテ２

それぞれの診療シーンで最適な使用感を提供するための様々な支援機能を

搭載しています。シンプルな運用から複雑な運用まで、

クラウド型製品ではあきらめていた自由度の高いカスタマイズ性を実現しました。

BMLの強みである20年以上培ったサポート体制・品質をクラウド製品でもご提供します。

専門オペレーターによる電話サポートの他、

インストラクターによる導入時の訪問教育、

拠点からのフィールドサポートなど

様々な支援体制を構築しています。

重要な情報の改ざん、盗聴、漏洩といった危険性を回
避するため、情報セキュリティマネジメントシステム
（ISMS）適合性評価制度の認証を取得しています。

ISO27017の取得

厚労省が定める「医療情報システムの安全管理に関す
るガイドライン」総務省・経産省が定める「医療情報を
取り扱う情報システムサービスの提供事業者における安
全管理ガイドライン」に準拠したセキュリティ対策を実施
しています。

政府が定めるガイドラインに準拠

関連する３つの強み

ラボ営業 システム

リモート
サポート

受付 診察・
処置・処方

会計 レセプト
請求

オンライン
診療

往診・
訪問診療

多彩な機能を実現Qualis Cloudの強み１

サポートセンターによる支援体制完備Qualis Cloudの強み2

万全なセキュリティ対策を実現Qualis Cloudの強み3

医療情報システムの
安全管理に関する
ガイドライン

厚労省
医療情報を取り扱う
情報システムサービスの
提供事業者における
安全管理ガイドライン

総務省・経産省
医療DXに貢献する電子カルテの開発

開発者の声

電子カルテシステム部
副部長

湯浅 美和

BMLは2000年4月に診療所及びクリニック向け電子カルテの販売を開始し、現在までに様々な
機能を開発してきました。ここ数年、厚生労働省の医療DXビジョンに基づき、様々なサービスが
日本の医療サービスに導入されています。皆さんが一番ご存じなのは、マイナンバーカードを用い
て保険を確認する仕組みだと思いますが、その他にも電子処方箋や他院での処方を確認する機能
などがリリースされています。今後は母子手帳や予防接種など予防医療の領域も含め、ますます
医療全体の情報が電子化され、活用される世の中になっていきます。
各医療機関にとって、電子カルテは診療に必要不可欠なツールです。開発部門として日本の
医療DXはもちろん、各医療機関のDX化を実現できる機能の開発を進めていきます。
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データセクション価値創造のための成長戦略BMLグループとは BMLのサステナビリティ

副社長メッセージ

BMLグループは、企業理念「豊かな健康文化を創造し
ます」のもと、持続可能な社会の実現と企業価値の向上に
取り組んでおります。2022年9月にサステナビリティ委員会
を立ち上げ、サステナビリティ基本方針を制定し、CO2削減、
TCFDへの賛同および開示、マテリアリティの特定とKPIの
設定などに取り組んでまいりました。その中で、持続可能な
社会の実現と企業価値向上をより一層目指していくために、
サステナビリティ基本方針を、外部環境や社会課題の変化
に対応し企業理念やマテリアリティに即した内容へ変更する
必要性を認識するに至り、見直しをすることとなりました。

見直しにあたっては、企業理念に立ち返り、BMLの事業
活動の根幹である「豊かな健康文化を創造」「医療検査技術」
「医療の発展と人々の健康づくり」に貢献していく想いを盛
り込みました。社会への貢献では、医学検査技術の基盤を
生かし、社会的ニーズや課題に積極的に取り組んでいく意
思を盛り込みました。またESGに関しては、代表的なマテ
リアリティの中項目を反映した内容とし、マテリアリティと
の整合性を取りました。最後に今回新たに社会的ニーズの
高まりから、持続可能なサプライチェーンとのパート
ナーシップ構築にも言及しています。

改訂したサステナビリティ基本方針に基づき取り組みを実
践していくためには、この方針が社内に浸透し、職員が自発
的に、そして一丸となって行動していくことが重要であると考

サステナビリティ基本方針の改訂
改訂の背景と込めた思い

改訂内容

社内浸透施策

えています。社内浸透施策としてはまず社内報による啓発が
挙げられます。ダイバーシティやサステナブルな経営の重要
性について私からの巻頭メッセージを複数回掲載するほか、
女性活躍推進の活動として女性管理職へのインタビュー
の連載、環境ではBMLからの寄付による自治体での充電ス
テーションの設置やBMLのEV導入の記事など、様々な形
で情報発信を行っています。教育面では、ダイバーシティや
人権、SDGsに関する研修を座学あるいはe-ラーニングで
繰り返し実施しています。また各役員に対しては、マテリアリ
ティの特定及びKPIの設定に関してワークショップを開催す
るとともに、2024年度より非財務KPIの評価を役員報酬に
連動させ、サステナビリティ経営を加速させてまいります。

昨今企業の持続可能な成長を達成するためには、環
境・社会問題への責任を果たすことが求められています。
また、リスク管理や戦略的機会の発見が重要となっており、
規制強化や報告基準への対応も不可欠となっています。
我々は、非財務目標とKPIを設定することで、環境負荷の
低減、社会的責任の遂行、ガバナンスの強化を行い、透
明性を保ちつつ持続可能なビジネスを推進します。

BMLは13のマテリアリティを特定しており、その内ESG

に直接関わるものを9つ、会社の事業特性に対応したもの
を4つ設定しています。それぞれのマテリアリティについて具
体的なKPIを設定し、目標達成年度を定めて進捗を図って

新中期経営計画における
非財務KPI目標の設定
非財務目標の設定とKPI設定の背景

マテリアリティに対する取り組みの進捗に関する認識

います。目標達成年度は新中計の最終年度とはかならずし
も一致していませんが、個々に進捗と新中計における位置
付けを確認しながら管理をしています。現在のところ進捗が
遅れ気味なものがいくつかありますが、キャッチアップに向
けて進めており、大きな問題はないと考えています。

昨年度は取り組み初年度ということもあり、特に目標達
成が年度内のものに関しては遅滞なく進捗しました。しかし、
目標達成年度を新中計5年間の最終年度に設定しているも
のも多く、年度毎の進捗管理が重要と考えています。その
対策として職員への意識づけを強化するマテリアリティに関
する研修を計画し、また2024年度から非財務KPIの評価
を役員報酬に連動させることで、それぞれボトムアップ及び
トップダウンによる進捗を図っていきます。

気候変動についてはマテリアリティとして気候変動とエネ
ルギーマネジメントの2つを挙げていますが、それぞれ内容
が重複しますのでまとめて気候変動として4つのKPIを設定
しています。まず「2030年にスコープ1＋2のCO2排出量
2021年度基準25％削減」があり、再エネ電力の導入、太
陽光発電、高効率熱源の導入、ガソリン車のエコカー切り
替えなどを主体に進捗を図っています。次に「スコープ1＋
2の排出量開示」と「スコープ3の排出目標の設定」のため、
第三者保証の取得に着手しています。最後に2050年カーボ
ンニュートラル達成のため「中長期のロードマップの作成」
に向け取り組んでいます。

サプライチェーンマネジメントについては、BMLの場合下
流が顧客へのデータ提供がメインであることにより、上流
のサプライヤーからの調達に重きを置いて活動しています。 

マテリアリティに対する取り組みの課題と改善策

気候変動について

サプライチェーンマネジメント方針と今後の取り組み

今期サステナビリティ基本方針や国連グローバルインパクト
の10原則などに基づき、BMLグループサステナブル調達方
針を制定するとともに、BMLグループ及び取引先のための
サステナブル調達ガイドラインを制定しました。今後は自己
評価アンケート（SAQ）を作成し、メインのサプライヤーか
ら順次調査を行う予定です。

2023年度の委員会の主な議題としては、CO2削減に向
けた新たな施策の評価と具体案の検討、人権への取り組
み、サステナビリティ基本方針の改訂とサステナビリティ
ロードマップの策定が挙げられます。取り組み内容としては、
CO2削減については、再エネ電力の導入開始、ガソリン車
のEVパイロット導入とHV化計画の策定と実施、廃棄プラ
スチックのケミカルリサイクル導入の体制構築を行いまし
た。人権では人権方針と人権課題・推進体制の公開およ
び研修の実施を行いました。基本方針については前述のと
おりですが、新たに7つのマテリアリティ項目について2030

年までのロードマップを策定しました。

2023年度の課題では、プラスチックのリサイクルが開始
され、ISO14001の認証も取得できました。2024年度の
主要施策としては、CO2削減策の進捗と新たな施策の検討、
サプライチェーンマネジメントの一環としてサステナブル調
達方針とガイドラインを作成し、調達先へのSAQの作成と
実施を予定するとともに、公正取引委員会からの通達に対
応し、価格交渉に関する指針についても作成する予定です。
また、CO2削減量の第三者保証取得に向け、認証機関と
の調整を開始しています。

サステナビリティ委員会
2023年度の議題、取り組み内容

2023年度の課題と2024年度の主要施策

サステナビリティに意欲的に取り組む
サステナビリティ事務局はBMLのサステナビリティ経営を業務面からサポートする部署です。

サステナビリティに関する情報収集、ESG非財務情報の分析と開示、またCO2排出量削減をは
じめとするサステナビリティ施策の提案及び推進を担っています。
まだ2年ほどの駆け出しの部署ですが、そのわずかな間でも世の中のサステナビリティに対す

る価値観は速いスピードで変化しており、それに伴って企業の取り組みへの期待はより高まって
いると感じています。その潮流に乗り遅れることなく意欲的に取り組み、サステナビリティを通じ
たBMLの企業価値向上を目指してまいります。

担当者の声

サステナビリティ事務局
主任 

竹中 奈美

サステナビリティ経営を
加速させる

代表取締役副社長　荒井 信貴
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サステナビリティ経営

BMLのサステナビリティ

●  医学検査技術の基盤を活かして、高品質で付加価値の高いビジネス
を展開し、医療の発展と人々の健康づくりに貢献します。

●  「いつでも」、「どこでも」、「正確に」全ての臨床検査を実施し、地域
医療と地域の発展に貢献します。
●  多様化するお客さまのニーズや社会課題を的確に捉え、新たな価値
の創造に向けて果敢に挑戦します。

●  温室効果ガス削減、水資源・生物多様性など環境に配慮した検査
サービスの提供など、事業活動の全過程において地球環境の保全に
取り組み、人と地球を大切にする持続可能な社会の実現をめざします。

●  ダイバーシティ・エクイティ＆インクルージョンを推進し、多様性を尊
重・認め合いながら公平に活躍できる職場環境をつくります。

●  職員が健康・安全で働きやすい企業風土の醸成に努めます。
●  創造的で活力のある組織を育てるため、職員の向上心を大切にし、
教育・研修機会の提供を通じた人財育成に努めます。

●  企業活動によって影響を受ける全ての人々の人権を尊重します。

●  経営の監督機能の強化、法令や規則の遵守、公正かつ自由な競争、
適切な情報開示など、誠実で公正な企業活動を遂行することで、社
会から高い信頼を得る経営を実現します。

1

2

3

4

豊かな健康文化の創造による貢献

地球環境の保全

働きがいと活力のある組織の実現

ステークホルダーからの信頼の確立

関連するマテリアリティ

●  気候変動への対応

●  働きがいのある職場の実現
●  人権の尊重

● ガバナンスの強化

●  高品質で付加価値の高い
ビジネスの展開

●  医療への貢献

Social

Governance

事 業

Environment

サステナビリティ経営の本格的な開始以降、職員へグ
ループの取り組みを社内報で周知するとともに、e-ラーニ
ングを活用したサステナビリティに関する様々な研修を

サステナビリティ教育
行っています。

2023年度の主な研修テーマは表の通りです。

月 テーマ 対象者

6月 健康経営研修 管理職・一般職

9月
メンタルヘルス研修 管理職・一般職

ラインケア研修 管理職・所長・ラボ長

10月

介護研修 役員・管理職・一般職

ラインケア研修 管理職・所長・ラボ長

人権研修① 役員・管理職・一般職

11月
人権研修② 役員・管理職・一般職

ダイバーシティ研修 役員・管理職・一般職

12月 イクボス研修 役員・管理職

1月 SDGs研修 管理職・一般職

2023年度実施の主な研修テーマ

私たちBMLグループは、企業理念に掲げる「豊かな健康文化を創造します。」のもと、持続可能な社会の実

現と企業価値の向上に取り組んでまいりました。今般、サステナビリティ経営を一層推し進めるため、2023年

度のマテリアリティの特定・KPIの設定に続き、これまでのサステナビリティ基本方針を見直すこととしました。

見直しにあたっては、BMLグループの企業理念に立ち返るとともに、BMLグループを取り巻く外部環境・社

会課題の変化や社会からの要請を考慮し、時代やニーズに合わせた内容にアップデートしました。

今後は、当方針や個別方針に基づき、ステークホルダーとの対話を尊重しながら、マテリアリティを中心に取

り組みを推進し、サステナビリティ経営を実践してまいります。

サステナビリティ基本方針の見直しの背景

サステナビリティ基本方針

私たちBMLグループは、企業理念に掲げる「豊かな健康文化を創造します。」のもと、医療検査技術を
基盤に磨き上げた高度な技術・システム・サービスネットワークを活かして、医療の発展と人々の健康づく
りを目指してまいりました。その企業理念のもと、持続可能な社会の実現と企業価値の向上に努めます。取
り組みにあたっては、当方針や個別方針に基づき、お客さま、お取引先、株主・投資家、職員、地域社会
など全てのステークホルダーとの対話を尊重し、推進してまいります。
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サステナビリティ経営

2024年3月期のサステナビリティ委員会での主な議論内容
大項目 内容

6月

環境 CO2排出量削減に向けた具体的施策の検討

事業 マテリアリティKPIの設定

社会 人権方針の策定

9月
環境

環境方針の改訂

CO2排出量削減に向けた具体的施策の検討

社会 人権研修の実施

12月
環境

CO2排出量削減に向けた具体的施策の検討（進捗）

廃プラスチックリサイクルの取り組み

ISO14001展開の進捗

事業 ロードマップの策定

3月

環境
CO2排出量削減に向けた具体的施策の検討（進捗）

廃プラスチックリサイクルの取り組み（進捗）

事業 ロードマップの策定（結果報告）

社会 地域社会との連携

委員長：代表取締役 副社長
委　員：関係本部統括役員

提言/報告 諮問

報告 指示

諮問サステナビリティ委員会

事務局（総務部）

各部門

取締役会
BMLグループは、「医療界に信頼され選ばれる企業をめざす」のグループビジョンのもと、持続可能な社会の発展・成
長に向けて、様々な取り組みを推進いたします。

SDGsへの取り組み
BMLグループは、代表取締役副社長を委員長とするサ

ステナビリティ委員会を設置しました。 本委員会は、
BMLグループ全体のサステナビリティの推進を目的として
おり、サステナビリティに関する方向性や計画等を討
議・決定する機関です。委員会を四半期に1回開催して
定期的に方向性の討議や活動の評価等を行うほか、必要
に応じて、体制整備や推進計画の更新を行います。委員
会メンバーは関係する本部の役員、部長で構成され、総
務部が事務局となります。

サステナビリティ推進体制

BMLグループは持続的な成長と中長期的な企業価値
向上に向けて、株主の皆さまだけではなくお客さま、お
取引先、職員など様々なステークホルダーの利益を考慮
しつつ、良好で円滑な関係の維持に努めています。証券
アナリスト・機関投資家向けの決算説明会（年2回）の
開催を始め、証券会社主催のカンファレンスへの参加、

ステークホルダーエンゲージメント
個別面談の実施や株主の皆さまへ向けた報告書をお送り
し、事業戦略や会社紹介など、会社への理解促進に努め
ています。また、お客さま向けにはラボラトリーフォーラ
ムの開催や各種学会へ参加することを通じて、社会価値
を提供し続けたいと考えております。発展・成長に向けて、
様々な取り組みを推進いたします。

SDGsに貢献できるBMLグループの取り組み

●  川越市への寄附金の活用により
救急車導入

●  医療教育基金へのサポート
●  ラボラトリーフォーラムの開催

●  社有車のEV/HEV化
●  川越市への寄附金の活用により

EV車、EV充電設備導入

●  DRSの展開
●  外部委託業務の内製化

●  クラウド型電子カルテの普及
●  B-Linerの展開

●  保育園の外部開放
●  地域社会の環境美化活動

●  プラスチックのリサイクル
●  BML総合研究所の強靭化対応
●  太陽光発電の設置

●  アライアンスの強化
 （ラボ運営・システム開発）

ステークホルダー 対話の手段、機会

お客さま
● ウェブサイト
● 各種イベント、講演会
● ラボラトリーフォーラム

● 営業活動
● BML総合研究所への見学受け入れ

お取引先
● 方針説明、意見交換会
● 研修会
● BML総合研究所への見学受け入れ

● 展示会出展
● 取引先への視察 

株主・投資家

● IRウェブサイト
● アナリスト向け説明会
● 株主向け報告書発行
● 投資家、アナリスト向けスモールミーティング

● 決算説明会（年2回）
● 株主総会
● 統合報告書発行
● 個人投資家向け会社説明会

職員
● イントラネット
● 人財研修
● 内部通報制度

● 社内報
● 職員面談
● 交流イベント

政府／自治体／業界団体
● 地域イベントへの協賛、参加
● 建設工事の地域住民向け説明会

● BML総合研究所への見学受け入れ

学術団体／研究機関 ● オープンイノベーション（共同研究）

地域社会
● 地域イベントへの協賛、参加
● 建設工事の地域住民向け説明会
● 企業型保育園の外部開放

● BML総合研究所への見学受け入れ
● 職場体験
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マテリアリティ

BMLグループは企業理念である「豊かな健康文化を創造します」のもと事業活動を通じて豊かな社会の実現に向け取り 組んでいます。2022年には、社会とともに持続的な成長を遂げるため、6分類13個の重要課題（マテリアリティ）を 

特定しました。各マテリアリティテーマには目標を設定し、進捗状況の確認を行っています。今後も事業を通じて社 会課題の解決に取り組み、企業価値の向上とSDGs達成への寄与、持続可能な社会の構築に貢献してまいります。

課題の抽出

● ESG課題を抽出
（GRI等の非財務情報開示ガイドライン、ESG評価機関の評価項目、SDGs）
● 業界の重要課題、BMLの事業戦略の課題

優先順位付け

● ステークホルダーの重要度の評価
● ESG評価機関の各業界の評価ウェイト
● 機関投資家が重視する課題

● BMLにとっての重要度評価
● 理念・行動基準などの方針
● 中期経営計画の重要課題、事業施策
● 事務局による重要度評価

妥当性の確認

（1） 経営層による評価の実施
① 経営層によるマテリアリティテーマの4段階評価実施
② ①評価結果をもとに経営層ワークショップにて議論

（2） 取締役会による妥当性の確認

特定

● マテリアリティの特定
経営層フィードバックをもとにマテリアリティを特定

KPI策定

● KPIの策定
マテリアリティ定義（KGI）、中期経営計画、ESG評価向上の観点で、各マテリアリティに対する
KPIを策定

1

2

3

4

5

マテリアリティ分類 マテリアリティ　 定義（要約） 関連するSDGs

E
Environment

 気候変動への
対応

気候変動 気候変動に影響を与える温室効果ガス（GHG）削減及び
脱炭素社会の実現に向けた取り組みを進めます

エネルギー
マネジメント

様々な用途で消費するエネルギーをより効率的に利用し
ます
さらに持続可能な再生可能エネルギーを選択することで、
環境負荷を低減し気候変動の抑制に努めます

S
Social

働きがいのある
職場の実現   

ダイバーシティ・
エクイティ&
インクルージョン

性別、国籍、年齢、文化、信条など多様な個性やバック
グラウンドを持った全ての職員の多様性を受け入れ、働
きやすい環境を整えます 

人財雇用・
育成

職員の中長期的な活躍を促進するために、採用や評価、
スキル・キャリア開発などの取り組みを行い、継続的な
人財確保・育成・定着を目指します

職員の
健康と安全

企業活動の根幹を支える職員が安全に安心して働き続け
られるよう、法令に基づいた安全管理や職員の健康を促
進する取り組みを進めます

人権の尊重 人権の尊重 職員や取引先など関わる全ての人の人権を尊重し、その
取り組みを通して働きやすい環境を作ります

G
Governance

ガバナンスの
強化

法規制対応
社会からの継続的な信頼を得続けるため、法規制の遵守
ならびに制定・改正の情報収集やそれに伴うリスクの把
握・対策を速やかに行います

コーポレート・
ガバナンス

「医療界に信頼され選ばれる企業」を実現するため、コーポ
レートガバナンスの強化を重要な経営課題と位置付け、意
思決定の透明性とスピードを高め、マネジメント機能の強
化を図り、事業環境の変化に迅速に対応します

情報セキュリティ 顧客情報の保護・管理を強化し、顧客個人のプライバ
シー侵害に対して万全な対策を講じます

事 業
高品質で
付加価値の高い
ビジネスの展開

品質の向上 品質管理の強化・向上に取り組み、顧客や患者が安心・
信頼できるサービスを提供します

営業力の充実
医療関係者とより深くコミュニケーションを図ることの
できる「営業人財」の育成を強化し、顧客基盤の拡大と深
耕に取り組みます

DX
（デジタルトランス
フォーメーション）

企業の継続的な成長に向けて、IT技術を用いた改善・改
革に取り組むことに加え、強靭なインフラを整備すること
で、持続可能で競争力の高い企業を目指します

医療への貢献 医療への貢献
医療サービスにおける課題、顧客のニーズにこたえるこ
とにより、医療サービスの発展と人々の健康的な生活に
貢献します

マテリアリティ一覧

BMLのマテリアリティ
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マテリアリティ

マテリアリティ・KPI一覧

E
Environment

 

気
候
変
動
へ
の
対
応

気候変動

気候変動に伴う異常気象の増加は、地球の温暖化や干
ばつなどの自然災害を引き起こし、潜在的な感染症の蔓
延、食料不足、水不足といった問題をもたらす可能性が
ある。本テーマは、このような異常気象を抑制するために、
気候変動に影響を与える人為的な排出による温室効果ガ
ス（GHG）削減および脱炭素社会の実現に向けた取り組
みを進めること、また気候変動による自然災害に対するレ
ジリエンスの強化を進めることである。

2021年度基準のCO2排出量
スコープ 1＋ 2の削減 25%削減 2030年度

・ BML総合研究所における使用電力のうち 30％を再生
可能エネルギー由来電力に切替を実施

・ 営業集配車両の 20％をHEV車、PHEV車へ切替実
施

・ EV車を 2台導入し、利便性を検証中

・ 主要ラボであるBML総合研究所では 2030年までに再エネ電力を
70％導入する

・ 拠点ラボは 2030年までに再エネ電力を 4.4%導入する
・ BML総合研究所で太陽光による自家発電を行い総電力量の 0.3％
を賄う
・ 営業集配車両をハイブリッド車に切り替える。その内 2.7%の車両は
インフラ環境を整え EV車を導入する

2021年度基準のCO2排出量
スコープ 3の削減

排出量の開示
排出目標の設定

2025年度
2026年度

2021年度～ 2023年度の Scope3の算定を実施
2024年度の排出量を算定し、第三者検証を経て開示
を計画している

・ 対象範囲や方法を検討し開示を行う
・ スコープ３の中期目標を設定する

エネルギー
マネジメント

人類がこれまで依存してきた石炭、石油、天然ガスなどの
エネルギー源は、気候変動の原因となる温室効果ガスを
排出し、気候変動の加速に繋がる可能性がある。本テーマ
は、企業が様々な用途で消費するエネルギーに対して、
より効率的な利用・再生可能エネルギー源を選択するこ
とで、環境負荷低減や気候変動を抑制することである。

2050年カーボンニュートラ
ルに向けた中長期目標と
ロードマップの作成

中長期目標の設定
ロードマップの作成 2024年度 ロードマップ案の作成完了。内容詳細と投資費用につい

て討議中
・ 2050年カーボンニュートラルを達成するための中長期目標ならびに
ロードマップを作成し、開示する

S
Social

働
き
が
い
の
あ
る
職
場
の
実
現

ダイバーシティ・
エクイティ＆
インクルージョン

企業には性別や国籍、年齢、文化、信条などの多様な
個性やバックグラウンドを持った人財が働いており、職員
の多様性を受け入れ、彼らの新しい価値観を取り入れて
いくことが求められている。本テーマは、様々な個性・バッ
クグラウンドを持った職員にとって企業が働きやすい環境
になるよう、多様性の受容を促進することである。

女性管理職（課長級以上）
比率 20% 2029年度 12.8％

・管理職候補の女性職員に対するポジティブアクション
  （選抜教育＋管理職登用）
・ 性別に関わらず、次世代層の育成強化
・ 毎期管理職登用者の女性比率 30％以上

育児休業後の復職率 100%継続維持 毎年 100％ ・ 休職者フォロー
・ 復職者面談、キャリアセミナー

男女別育児休業取得率 女性 100％ 継続維持
男性 80％

女性 毎年
男性 2029年度

女性 109.0％
男性 88.9％

・ 男性育休取得推奨
・ 管理職教育

人財雇用・育成

企業活動の根幹を支えているのは職員であり、人財不足や
職員のパフォーマンス低下は企業の存続の危機に直結す
る。本テーマは、職員の中長期的な活躍を促進するために、
採用や評価、スキル・キャリア開発などの取り組みを行い、
継続的な人財確保・育成・定着を目指すことである。

平均教育・研修時間 正職員 15時間 /年
管理職 25時間 /年 2027年度 正職員 13.5時間 /年

管理職 19.1時間 /年 ・ 階層別研修

研修受講率 100% 2027年度 99.3％ ・ 未受講者フォロー

職員の
健康と安全

企業は職場での事故などを防ぐ安全な職場づくりやメン
タルヘルスなどの精神的な不調から職員を守ることが求
められている。本テーマは、企業の持続的な成長に向けて、
国・地域で定められている法令に基づいた安全管理や職
員の健康を促進する取り組みを通して職員が働きやすい
環境を作ることである。

有給休暇取得日数 12.0日以上 2025年度 12.3日 ・ 連続 5日間有休取得の奨励
・ 時間単位有給休暇制度の導入

定期健康診断受診率 100％を継続維持 毎年 100％ ・ 産業医、看護師による定期的なフォロー

ストレスチェック受検率 80% 2025年度 87.4％ ・ 健康状態、ストレス状況把握の必要性を繰り返し発信し、部門単位で
受検を継続奨励

人
権
の
尊
重

人権の尊重

人は個人が尊重され、平等に扱われ、自分の意思に従っ
て生きる普遍的な権利があり、企業においても職員や取
引先に対する人権の尊重や配慮が求められている。本
テーマは、企業の継続的な成長に向けて、職員や取引先
での人権尊重を促進する取り組みを通して職員の働きや
すい環境を作ることである。

人権デューデリジェンスの
評価実施

人権デューデリジェンスの
仕組み構築 2025年度

人権を含む「サステナブル調達」と「サステナブル調達
ガイドライン」を制定
推進体制を整えた上でサプライヤー調査とモニタリング
を行う予定

・ 社内及びサプライチェーンに対する人権にかかわる調査

人権に関する研修の受講率 100% 2025年度 全職員に対し人権に関する研修を実施
（e-ラーニング）

・ 2023年度中に研修レベル、内容の精査と受講者を選定し研修を実施
する
・ 以降は毎年研修を実施する

マテリアリティ分類 マテリアリティ 定義 KPI 目標（定量/定性） 目標達成年度 2023年度進捗 主な取り組み 関連する
SDGs
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データセクション価値創造のための成長戦略BMLグループとは BMLのサステナビリティ

マテリアリティ

G
Governance

ガ
バ
ナ
ン
ス
の
強
化

法規制対応

企業は普遍的に企業一般に求められる法律や業界ごとに
定められた法規制など様々な法規制への遵守や法規制改
正に伴うビジネス環境変化への対応が求められている。
本テーマは、企業が法規制への遵守や変化への対応を行
いステークホルダーからの継続的な信頼を得続けるため
に、法規制の制定・改正の情報収集やそれに伴うリスク
の把握・対策を行うことである。また、法規制の遵守は
もとより、企業の価値観・行動規範に則り良識ある企業
活動を行うことである。

コンプライアンス研修の実施

・ 半期ごとにコンプライアンス 
研修を実施

・ 受講率 100%維持
  （休職、休業者を除く）

毎年 年2回実施。2024年度は8月、2月に実施予定
過去100％実施済

・ リスク管理部は法規制の制定・改正の情報収集を行い内容を把握する
・ それに伴うBMLのリスクの把握・対策の検討を行う
・ 法規制の制定・改正を含めた研修コンテンツを作成し、職員のコン
プライアンス意識の向上を図る

コンプライアンス自主監査の
実施

・ 四半期ごとにコンプライア 
ンス自主監査を実施
・ コンプライアンス委員会に 
報告、協議

毎年 年4回実施
実施率100％

・ リスク管理部は法規制の制定・改正の情報収集を行い、それに合わ
せて自主監査の項目をメンテナンスして定期的に実施する
・ 自主監査で報告されたコンプライアンス上問題となる事案の是正策を
検討し、実施することを通してBMLグループのコンプライアンスの実
現を図る
・ その対応状況をコンプライアンス委員会に報告、協議する

コーポレート・
ガバナンス

企業が所有者である株主の利益を確保した上で継続的に
社会・顧客に価値を提供するために、企業としての方向付
けや企業活動のモニタリングを可能とするガバナンス体制を
構築することが求められている。本テーマは継続的な企業
価値の提供を可能とするために、社外取締役の活用による
多様な経験・知識を踏まえた取締役会の機能の強化や各
種委員会設置によるマネジメントの強化を行うことである。

ー ー ー 取締役の過半数を社外取締役にするなど、監督機能の
強化（ガバナンス体制強化）について検討中

・ 複数名の社外取締役による取締役会の監督機能強化
・ 複数名の社外監査役による監査役会の監督機能強化

情報セキュリティ

顧客の個人情報を大量に保有する企業は、サイバー攻撃
などによる個人情報流出や社内での不適切な利用などに
よる顧客個人のプライバシー侵害に対して万全な対策を
講じることが期待されている。本テーマは、顧客からの
継続的な信頼を得続けるために、企業における情報管理
を強化することにより、顧客の個人情報を保護・適切に
保管することである。

サイバー攻撃対策
EDR導入 100％
標的型攻撃メール訓練
12回 /年実施

2023年度 2023年度完了
・社内の全てのPCにEDRを導入
・ 標的型攻撃メール訓練を定期的に実施する体制構築
・メール添付ファイルのPPAP方式廃止

USBメモリ縮減対策
（定量）USBメモリ 30%削減
（定性）強固な暗号化を行った
USBメモリへ移行完了

2024年度

2024年度完了予定で進行中
2024年7月現在、USBメモリを使ったデータ交換施
設の64％がオンラインへ変更、15%が強固な暗号化を
行ったUSBメモリへ移行、残り21％が交渉中

・データ交換を可能な限りオンラインへ変更
・ 顧客の都合でUSBメモリを使用する場合は、強固な暗号化を行った

USBメモリのみ使用可とする

事 業

高
品
質
で
付
加
価
値
の
高
い
ビ
ジ
ネ
ス
の
展
開

品質の向上

様々な製品やサービスを提供している企業は、顧客や患者
が安心・信頼できるよう自社の製品・サービスに対する品
質や安全性の確保が重要である。本テーマは、顧客や患
者の満足度を維持・向上し、信頼され続ける企業であり続
けるために、品質管理の強化・向上に取り組むことである。

分析機標準化
2026年計画遂行率
50％以上
2028年 90％以上

2028年度 2023年度達成率 15.8%
・各分野ごとにメーカーを選定
・導入5か年計画を立てる
・導入計画に基づいて更新を行い、計画の遂行率を目標とする

卒後資格認定者数
（2級臨床検査士 他）

2026年 20％以上
2028年 30％以上 2028年度 2023年度 31.5%

・BML単体を対象に入社3年以内の検査員の卒後資格取得を推進する
・資格取得の推進のために研修体制を確立する

営業力の充実

営業力の充実のためには業界の専門的知識を有した営
業人財と営業戦略の両輪を充実させていくことが重要で
ある。本テーマは、医療関係者とより深くコミュニケー
ションを図ることのできる営業人財の育成を強化し、顧
客基盤の拡大と深耕、さらに非保険分野の強化に取り
組むことである。

DMR※の取得 全営業員の 30％取得 2030年度
2023年度で本部内で9名取得済
2024年度は本部で2名＋関東・関西で5名取得目標と
して対象を広げた

・資格取得者数を毎年 15名以上増加させていく
・2023年度は試行的に本部内 8名を対象として認定取得を目指す
・2024年度は本部＋新入職員に対象を広げる
・2025年度以降は本部＋新入職員に営業員まで対象を広げて実施

電子カルテサポート応答率
及びサービス品質の向上

応答率：90%以上
サービス品質：90秒以内の応答 2023年度

2023年度中に電話サポート14名、保守10名の増員を
実施。IVRや対応履歴自動化音声ツール採用は費用対
効果を検証しながらテスト的に実施。入電数抑制対策
はインストラクター職のルーチン業務として定着させた

・ 2023年度中に電話サポート、保守の人員補強を進める
・IVRや対応履歴自動化ツール採用による業務効率化
・入電数削減対策を図る

各種研修の充実 検査項目販売研修：月2回
営業・検査知識向上研修：年1回 毎年度 2023年度は25回開催済、2024年度は5回開催済。 

営業・検査知識向上研修：年 1回は未開催

・ 月2回 深耕開拓項目・新規項目の販売研修を実施
   （メーカー勉強会含む）し、スキルアップを目指す
・ 「営業・検査知識向上研修」は、戦略項目より
   各支社にて1項目選択し、ロールプレイ形式で発表し評点を行う

DX
（デジタルトランス
フォーメーション）

IT技術の発展により、これまで人間にしかできなかった
業務のシステム化や新しい・高度なサービスの創造と、
これらを実行することによる改革や競争力強化が期待さ
れている。本テーマは、企業の継続的な成長に向けて、
IT技術を用いた改善・改革に取り組むことに加え、強
靭なインフラを整備することで、持続可能で競争力の高
い企業を目指すことである。

システム導入割合 /コスト削
減額

B-Labelを電子カルテ
利用施設の 50%に導入 2026年度 2023年度までに実施の7拠点は51.3％に導入

2024年度推進拠点を3ヵ所追加
・電子カルテを利用中の顧客へのB-Label導入
・クオリス新規稼働施設はB-Labelを標準とするB-Label展開にて集配関連

業務（集配・受付・入力）の
軽減によるコスト削減

B-Label貼付率 30% 2026年度 2023年度までに実施の7拠点は31.4％に導入
2024年度推進拠点を3ヵ所追加

ITパスポート取得者数 取得人数 200名 /年 2029年度 2023年度取得者257名
・ DXを継続的に推進するための基盤作りのため、全職員を対象に IT
に関する教育を実施するとともに、ITパスポート200名 /年の取得
を目指す（6年後に正職員の半数が取得）

医
療
へ
の
貢
献

医療への貢献

患者が医療サービスを必要とする際に、地域を問わず
適切な価格で医療サービスが提供されることが重要であ
る。本テーマは、医療サービスにおける課題、顧客のニー
ズに応えることにより、医療サービスの発展に貢献し、
企業価値の向上ならびに人々の健康的な生活に貢献す
ることである。

ゲノム医療解析実施件数
（解析できる遺伝子の種類）

マルチパネル検査の新規受託化
3項目以上 毎年

マルチパネル検査の開発実績として、2023年5月に遺伝
性結合組織性疾患パネル（13疾患）、2024年3月に症
候群性難聴パネル（2疾患）、同年5月脂質異常症パネ
ル（5疾患）を受託開始した

・ NGSによる難病・稀少疾患の原因遺伝子マルチパネル検査を独自
開発

・新規受託項目として毎年コンスタントにリリースする

検査技師の確保が困難とな
る人口減少が深刻化する地
域の病院に向けたブランチ
運営展開（ブランチ展開に
対する配属技師数）

ー ー 2023年度の地方の17施設の進捗は無し。2024年も
現時点で進捗無し

検査室運営において検査技師確保に困窮する地方急性期病院、健診
センターを適宜ターゲティング（2023年度 17施設）、進捗管理を 
実施する

※  DMR（Diagnostics Medical information 
Representatives）臨床検査薬情報担当者

マテリアリティ分類 マテリアリティ 定義 KPI 目標（定量/定性） 目標達成年度 2023年度進捗 主な取り組み 関連する
SDGs
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エコカーEV急速充電器

データセクション価値創造のための成長戦略BMLグループとは BMLのサステナビリティ

環境

BMLグループでは、急速に進む気候変動や生態系の変
化などを代表する「環境課題」への取り組みを重要な経営
課題と位置付けています。
この度、2030年までの中期目標『Scope1＋2の25％
削減』（2021年度比）の達成に向けたロードマップを策定
しました。事業規模から当グループ内でCO2をより多く排出
しているBML総合研究所を中心に、燃料と電力の見直しと

気候変動に対する取り組み
2050年カーボンニュートラルに向けたロードマップ

関連するマテリアリティ

● 気候変動
● エネルギーマネジメント

新たな技術の活用を積極的に行い、一つ一つのテーマに着
実に取り組んでまいります。
また、Scope3の削減についてはサプライチェーンとの協
働が重要であるとの認識より、サプライチェーンマネジメン
ト体制を強化し、お取引先様と連携の上、2050年カーボ
ンニュートラルに向けた取り組みを進めてまいります。

B
M
L
グ
ル
ー
プ
環
境
方
針

基本理念

行動指針

BMLグループは、環境・健康に関連した検査サービスを提供するとともに、
事業活動の全過程において地球環境の保護に取り組み、
人と地球を大切にする持続可能な社会の実現を目指します。

1. 地球温暖化防止のために省資源・省エネルギーに努めます。
2. 汚染を予防し、廃棄物の減量化・再資源化に努めます。
3. 商品・サービスの提供にあたっては、環境や資源に十分配慮します。
4. 環境マネジメントシステムに準拠し、継続的に環境保全の維持改善を図ります。
5. 環境保全に関する法規制及び業界の規範等を遵守します。
6. 環境教育の推進により、職員の環境意識の向上に努めます。
7. 環境に関わる情報を積極的に開示します。
8. ビジネスパートナーとの連携により、サプライチェーンにおける環境保全活動を推進します。

BMLグループでは、「BMLグループ環境方針」に基づき、環境負荷低減に取り組んでいます。環境課題解決に

向けた環境負荷低減への配慮は重要な経営課題と認識しており、2024年8月竣工のBML総合研究所新棟では、

太陽光発電装置の設置や空調設備にエネルギー効率の高い高効率熱源機器を採用しています。また、使用する

電力の一部を再生可能エネルギー由来電力に切り替えることでGHG排出量の削減にも取り組んでいます。

環境への取り組み

エネルギー転換
新技術の活用●  太陽光発電　

●   高効率空調設備への更新
●  BML総合研究所、拠点ラボ電力の再エネ化

Scope2

●  社有車台数の適正化とエコカーへの切替
●  焼却炉の運用見直しScope1

環境課題の取り組みの中期目標とロードマップ

カーボンニュートラルScope1、2　25％削減（2021年度比）
削減目標

長期目標～2050年中期目標（～2030年）

FY2030

＊ Scope3は算定開示から実施し、目標を検討中

高効率熱源空調設備

BML総合研究所を含むラボで使用している電力量の削
減は重要課題のひとつだと考えています。ラボで使用して
いる検査機器はかなりの熱を排出するためその結果室温
が上昇すると検査機器の稼働に問題が生じます。そのた
め空調設備は非常に重要ですが、電力使用量の増大が課
題となっていました。そこで2020年から空調設備の刷新
と配管の見直しに取り組んでいます。これにより年間
1,200tのCO2削減が見込まれます。
さらに、2024年8月竣工のBML総合研究所新棟では、

ヒートポンプ方式を採用した高効率熱源空調設備を導入
し、使用エネルギーを最小限に抑えることで、CO2の排
出と電気使用量の削減を実施します。これらを組み合わせ
ることで、年間約478tのCO2削減と、年間106万kw/h

2050年カーボンニュートラルに向けた具体的取り組み
取り組み１ ラボにおける電気使用量の削減

の電力削減が実現します。
また、建物照明のLED化にも取り組んでおり、自社所
有の社屋はすべてLED照明に切替がなされています。

電力をより多く使用しているBML総合研究所では、再
生可能エネルギーの活用を積極的に行っています。

BML総合研究所新棟の南側壁面には太陽光パネルを
設置し、再生可能エネルギーを活用しています。太陽光
パネルによる年間推定発電量は291,000kwh、CO2削
減量は約123t-CO2を見込んでいます。
また、BML総合研究所の電力の一部は再生可能エネル
ギー由来の電力を活用し、CO2排出削減に貢献しています。

取り組み2 再生可能エネルギーの活用

BMLグループでは約3,000台の営業・集配車が常に稼
働しています。現在はガソリン車を中心に使用しています
が、2030年度のCO2削減目標値達成に向け、その施策
の一つとして、全ての車両をハイブリッド車またはPHEV

車へ切り替える目標を設定し、順次導入しています。
また、よりCO2排出量の少ないEV車にも可能性を見出

しており、一部の営業所に先行導入しました。
さらに、BML総合研究所新棟は今後のEV車普及を見据
えてEV急速充電器を4台設置しEVインフラ環境を整えてい
ます。これを受けて、走行頻度が高く導入が難しいと考えて
いた集配車両の一部についても2024年度中にEV車を導入
する予定です。それらから得たノウハウを生かし、用途や地

取り組み3 エコカーの導入
域特性等を考慮しながら切り替えを進めてまいります。
この方針については同様に車を使用しているBMLグ
ループ会社にも展開していく予定です。

太陽光パネル
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データセクション価値創造のための成長戦略BMLグループとは BMLのサステナビリティ

環境

4℃シナリオ（RCP8.5相当）
現状を上回る温暖化対策をとらなければ、産業革命時期比で3.2～5.4℃上昇

2℃シナリオ
厳しい対策を取れば、産業革命時期比で0.9～2.3℃上昇

1.5℃シナリオ（RCP2.6相当）
抜本的なシステム移行が達成された場合、高い確率で産業革命時期比で1.5℃
未満の上昇

BMLグループのGHG排出量（t-CO2）
2021年度 2022年度 2023年度

Scope1 12,797 13,007 13,157

Scope2 18,271 19,182 17,231

合　計 31,069 32,190 30,388

特定した
重要リスク・機会

顕在化
しうる
時間軸

影
響
度

潜在的な影響
想定される対応策の例

1.5℃～2℃シナリオ 4℃シナリオ

移
行
リ
ス
ク
・
機
会

炭
素
価
格
・

各
国
の
炭
素
排
出
目
標
／
政
策

電気代 中期 中 【リスク】 ●  電力小売単価の上昇による検査原価等の
コスト増加

【機 会】 ●  電力小売単価の低下による検査原価等の
コスト削減

●  照明器具のLED化や太陽光パネル
の導入により消費電力を削減、自己
充電能力を強化する

再生
エネルギー
調達コスト

中期 中 【リスク】 ●  再エネ設備導入･グリーン電力購入等の対
応によるコスト増加

【リスク】 ●  一定の再エネ化によるコスト増加（1.5～
2℃シナリオと比較して軽微）

●  脱化石燃料化（ガス含む）に関して
あらゆる選択肢を検討していく

プラス
チック税 中期 中

【リスク】 ●  プラスチック課税によるコスト増加
【機 会】 ●  低炭素容器等の導入による販売機会の 

拡大
（プラスチック課税は適応されないと想定）

●  プラスチック使用量の削減や廃棄物
のリサイクル、非プラスチック製品
の活用、サプライヤーとの協働など
あらゆる選択肢を検討していく

低
炭
素
・

次
世
代
技
術
の
普
及

既存設備の
切替コスト 中期 中

【リスク】 ●  輸送車のEV転換と充電設備の導入によっ
て、年間約4億円のコスト増加

 ●  省エネ･再エネ設備の導入等によるコスト
増加

【機 会】 ●  低炭素物流網や省エネ･再エネ設備導入
によって環境の面で顧客から評価向上

【リスク】 ●  一定のEV転換によって、年間約2億円の
コスト増加（1.5～2℃シナリオと比較して
軽微）

●  公的補助金を活用し、集配車両の
入替、低炭素設備の導入をする

●  集配ルートの最適化、車両台数の
削減等により検体輸送を効率化する

評
判

ステーク
ホルダー
からの
評判変化

長期 中

【リスク】 ●  環境経営を実践していない企業への風当
たりが強くなり、顧客離れ、資金調達コス
トが増加する

【機 会】 ●  環境経営を実践することで顧客に好選さ
れる

 ●  サステナブルファイナンスが可能となり、
低金利での資金調達につながる

（影響は軽微と想定） ●  適切な情報開示･対話を継続していく

物
理
リ
ス
ク
・
機
会

降
水
・
気
象
パ
タ
ー
ン
の
変
化

水不足 中期 中

【リスク】 ●  水不足に伴うラボの検査停止･遅延による
信用低下と販売機会損失（4℃シナリオと
比較して軽微）

【機 会】 ●  ドライ検査の導入による競争力強化と水使
用コストの減少（4℃シナリオと比較して 
軽微）

【リスク】 ●  水不足に伴うラボの検査停止･遅延による
信用低下と販売機会損失

【機 会】 ●  ドライ検査の導入による競争力強化と水使
用コストの減少

●  各拠点の水リスク評価を実施する
●  排水の再利用で水使用量を削減する
●  純水装置の貯水タンクの大型化にか
かる投資を行う

気象の変化 中期 中

【リスク】 ●  災害発生に伴う物流･検体配送ルートの途
絶、ラボの検査停止･遅延による販売機会
損失･災害対策コストの増加(4℃シナリオ
と比較して軽微)

【機 会】 ●  災害対応を通じた競争力とステークホル
ダーからの評価の向上(4℃シナリオと比較
して軽微)

【リスク】 ●  災害発生に伴う物流･検体配送ルートの途
絶、ラボの検査停止･遅延による販売機会
損失･災害対策コストの増加

【機 会】 ●  災害対応を通じた競争力とステークホル
ダーからの評価の向上

●  ロードヒーティングや無停電装置の
導入等を通じ、気象パターンの変化
に対するレジリエンスを強化する

平
均
気
温
の
上
昇

空調負荷 長期 中

【リスク】 ●  検体の輸送･保管時の温度管理コスト、空
調機器への設備投資･修繕コストの増加
（約2億円）

 ●  検査不能リスク上昇、検査精度低下によ
る販売機会の縮小

【リスク】 ●  検体の輸送･保管時の温度管理コスト、空
調機器への設備投資･修繕コストの増加（約
5億円）

 ●  検査不能リスク上昇、検査精度低下によ
る販売機会の縮小

●  高効率熱源機器設備の導入により、
負荷削減に取り組む

●  検査室内の温度管理強化、高気温
を想定した検査機器選定を進める

各種検査
需要 中期 中

【リスク】 ●  気温の上昇に伴う、人流の減少と受診控
えの増加（4℃シナリオと比較して軽微）

 ●  新規検査への対策コストの増加
【機 会】 ●  感染症･食中毒患者数増加に伴う新規検

査･食品検査需要の対応による販売機会
の拡大（4℃シナリオと比較して軽微）

【リスク】 ●  気温の上昇に伴う、人流の減少と受診控
えの増加

 ●  新規検査への対策コストの増加
【機 会】 ●  感染症･食中毒患者数増加に伴う新規検

査･食品検査需要の対応による販売機会
の拡大

●  気温上昇に関連した感染症市場へ
の対応を強化する

異
常
気
象
の
激
甚
化

洪水
による
被害

長期 大

【リスク】 ●  水害による一定の販売機会の損失、顧客
からの信用低下、在庫確保･物流にかかる
コスト、検査員等の人員調達コストの増加

 ●  検査ラボへの浸水による機器等の損害や
検査ライン停止、サプライヤー拠点の被
災による逸失利益（約7億円）

【機 会】 ●  集配･搬送機能やラボ機能等のBCP強化
による市場競争力の向上、新規取引の 
創出

 ●  在庫調整等を通じたサプライヤーとの関係
強化

【リスク】 ●  水害による一定の販売機会の損失、顧客か
らの信用低下、在庫確保･物流にかかるコ
スト、検査員等の人員調達コストの増加

 ●  検査ラボへの浸水による機器等の損害や
検査ライン停止、サプライヤー拠点の被
災による逸失利益（約12億円）

【機 会】 ●  集配･搬送機能やラボ機能等のBCP強化
による市場競争力の向上、新規取引の 
創出

 ●  在庫調整等を通じたサプライヤーとの関係
強化

●  BCPの観点から物流網･拠点強靭
化、最適化を引き続き検討していく

●  緊急事態を想定した人員確保体制
の構築とサプライヤーとの連携を強
化する

＊ 影響度「小」評価の項目：炭素税、労働環境の変化、海面上昇、落雷、保険料

BMLグループでは、地球温暖化の急速な進行に対して
抜本的なシステム移行を含めた厳しい対策が必要である
との認識より、IEA（国際エネルギー機関）等で公表さ
れている1.5～2℃/4℃シナリオを用い、気候変動で起こ

戦略
り得るリスクと機会を分析しています。
分析の結果、いずれのシナリオでも事業継続に係る重
大なリスクは想定されず、自社事業が気候変動に対して
一定のレジリエンスを有していることを確認しました。

BMLグループでは、2050年カーボンニュートラルに向
けた2030年までの中期目標として『Scope1＋2の25％
削減』（2021年度比）を設定しました。
目標達成のためのロードマップも策定し、CO2排出削
減に向けた具体的対策を講じています。
また、Scope3についても重要な指標であるとの認識よ

り、今後開示と目標設定に向けて取り組んでまいります。

指標と目標

気候変動のリスクと機会関連するマテリアリティ

● 気候変動
● エネルギーマネジメントBMLグループは2022年6月、「TCFD（Task Force on Climate-related 

Financial Disclosures = 気候関連財務情報開示タスクフォース、以下

「TCFD」）」の提言に対する賛同を表明しました。今後TCFD提言に基づい

た情報開示に積極的に取り組んでいきます。

TCFDの提言に基づく情報開示

取締役会

サステナビリティ
委員会

●  気候変動対応の基本方針、 
重要事項の決定

●  気候変動対応の監督

●  気候変動対応の基本方針の 
審議・策定

●   気候変動に係る重要事項の審議

基本方針、
重要事項の上程 監督

BMLグループでは、代表取締役副社長を委員長とする
「サステナビリティ委員会」を設置し、気候変動への対応
を優先度の高い課題として認識し、気候変動のシナリオ分
析（リスク・機会）を実施しています。また、リスクのう
ち財務的影響と発生可能性から特に経営に大きな影響を
与えるものを重要リスクとして識別しています。気候変動
に関するリスク・機会や目標とその進捗状況は同委員会で
議論し、四半期ごとに取締役会へ報告しています。

ガバナンス・リスク管理
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環境

BML総合研究所では、使用済みプラスチックの『ケミ
カルリサイクル』を開始しました。
『ケミカルリサイクル』とは廃棄物リサイクル方法の1つ
で、回収した使用済みの資源をさまざまな手法で化学的
に分解し、新たな製品の原料などに再利用します。限り
ある天然資源を有効活用できる点や、他のリサイクル手
法と比べてリサイクル工程でのCO2排出量が少ないことか
ら近年特に注目されているリサイクル方法です。

BMLが検査工程で使用している試薬ボトルや備品類は
プラスチック製が大半ですが、検査精度への影響が懸念
されることからリユースできないものが多く、大量の廃棄
が発生してしまいます。そこでCO2の排出削減と資源循

環境問題に対するBMLの取り組み
使用済みプラスチックのケミカルリサイクル

環に貢献できる『ケミカルリサイクル』に注目し、運用を
BML総合研究所で開始しました。

BMLから回収された使用済みプラスチックは、ケミカル
リサイクル設備であるガス化炉用原料に加工されたのち、
（株）レゾナックのガス化炉で水素と二酸化炭素の合成ガ
スに再生されます。合成ガスはアンモニア製造設備へ運
ばれ、合成ガスから水素を取り出し、その水素を利用して
アンモニアが作られ、二酸化炭素はドライアイスや液化炭
酸ガスとなります。ガス化の工程でCO2は放出されません。
運用開始以降、BML総合研究所におけるプラスチックの

リサイクル率は76%に及び、今後更なるリサイクル率の向
上と、近隣ラボやグループ会社への展開を進める予定です。

BML総合研究所では、2012年より屋上の約600㎡の
スペースを利用して屋上緑地化に取り組んでいます。これ
によりヒートアイランド現象への対策、断熱性の向上、
景観の向上を図ってまいりました。今後も新棟の建設に
向けて緑豊かな職場づくりに励んでまいります。

屋上緑地化対策

ごみゼロ運動

止水ドア 止水板付シャッター

EVステーションEV自動車

BML総合研究所では環境美化活動の一環として2002

年よりクリーンキャンペーン（ごみゼロ運動）に参加してい
ます。これはBML総合研究所が立地する的場工業団地内
（埼玉県川越市的場）の企業と協力しながらごみを拾い
集める活動で、昼休みの時間を利用して20分程度行う
自由参加型の活動です。2023年は5月と10月に行われ、
27社、総勢695名（年間）が参加して約148kgのごみを
回収しました。今後も地域企業と協力しながら環境美化
に取り組んでまいります。

環境美化対策

BML総合研究所1階に設置されている検査機器等につ
いて、新棟建設後は2階以上のフロアに設置（再配置）す
る計画ですが、それまでの備えとして2023年12月に浸
水対策工事が完了しました。これにより現在のBML総合

浸水対策
研究所はグランドレベル1メートルまでの浸水に耐えられ
る体制が整いました。
さらに、地下からの湧き水対策として地下ピット内に排
水ポンプを設置することで万全な体制が整備されました。

2023年11月よりBML総合研究所を構える埼玉県川越
市と連携し、地域社会の環境対策に取り組んでいます。
環境負荷低減の観点から、BMLより川越市へ行った寄

附金の活用により、EV自動車6台、EV充電設備を市内3

地域社会との連携
か所に導入しました。
今後も地域社会との連携を図り、環境課題への取り組

みを含めた持続可能な社会の実現に貢献してまいります。

屋上緑地化

ガス化炉（（株）レゾナック提供）

ケミカルリサイクルのプロセス

③ アンモニア製造設備

アンモニア
ドライアイス
液化炭酸ガス

二酸化炭素水素

② ガス化炉

合成ガス

二酸化炭素水素
① 加工

ケミカル
リサイクル用
原料

《 ケミカルリサイクル 》

使用済み
プラスチック
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社会

（1）人財投資および風土改革
組織の持続的な成長を実現するため、全職員に対して

アップスキリングやリスキリングを推奨し自律的な成長を
促すとともに、職位に応じた役割責任を理解させること
で、組織力の底上げに取り組んでいます。今後、役割貢
献と人事考課を直結させることで自責の文化を醸成し、
役割認識を高め、組織力向上につなげていきます。

戦略を支える重点テーマ
（2）環境整備
働きやすい職場環境の整備に積極的に取り組み、誰も

が公正かつ公平に働くことができる職場づくりに努めてい
ます。時間外労働の削減や年次有給休暇および男性育児
休業の取得率の向上を図ることで、女性を中心とした多様
な人財の活躍に取り組んでいます。働き甲斐とともに働き
やすさを追求していくことで、DE＆Iの推進と職員のエン
ゲージメントを高めてまいります。

新中計
● DX分野
● ゲノム分野
● 治験分野

分野毎に必要なスキル、
経験、人財像を具体化

高度人財を処遇する
人事制度を整備し、
社外より採用

稼ぐ分野への人財の配置

稼ぐ分野

【経営戦略と人財戦略の連動と人財戦略の全体像】

戦略を
支える

重点テーマ

人
財
投
資

風
土
改
革

環
境
整
備

人財力の底上げ 組織力の向上

1.  知識技能の向上（アップスキリング）・
学び直し（リスキリング）への投資

3.  役割責任の明確化・自責の文化

2.  戦略人財の確保（内部育成と外部採用）

4.  責任貢献に報いる人事制度

実現戦略 稼ぐ分野への
人財配置 戦略人財の確保・活躍（高度専門人財向け人事制度）

中核人財の育成・配置（サクセッションプラン・選抜研修）

人財戦略

経営戦略

DE&I（ダイバーシティ・エクイティ&インクルージョン）～女性の活躍推進～

学びの機会の提供・学びの風土の醸成

働き方改革 健康経営 福利厚生の充実

帰属意識・貢献意欲（エンゲージメント）の向上

社内全体の意識改革を目的として、BML全職員に対す
るダイバーシティ研修を定期的に実施しています。職員一
人ひとりのアンコンシャスバイアスの払拭や、管理職向け
のダイバーシティマネジメントなど、職員が働きやすい職
場環境づくりに取り組んでいます。

ダイバーシティ研修の実施

次期リーダーとしての活躍が期待される女性人財に対
し、仕事とライフイベントの両立に関する研修およびグ
ループワークを行うことで、キャリア意識を高めています。

女性キャリアデザインセミナー

BMLグループでは、DE＆Iの進展に向けて、特に女性職員の活躍推進

に取り組んでいます。全体の約半数を占める女性職員の中から次代の中核人財を輩出するべく、各本部から有

望な人財を選抜のうえ、管理職登用に向けた取り組みを進めています。また、女性職員向けにキャリアデザイ

ンセミナーを開催し、将来に向けた働き方やライフイベントとの両立について考える機会を提供する他、女性

だけで組織する「ワーキンググループ」を2021年度より設置し、女性にとって働きやすい職場環境について意

見を持ち寄り、検討を進めています。

上記の取り組みを通じ、女性管理職比率は2020年度末
時点9.3％から14.2％（2024年4月現在）に上昇しており、
女性職員がいきいきと活躍できる環境が広がっています。
第9次中期経営計画においては、18％（2028年度末）を
目標に掲げ、現在の流れをさらに加速させてまいります。
その他の取り組みでは、男性職員の育児休業の取得奨
励に取り組んでいます。e-ラーニング等の研修を通じて全
社的な意識変革に努める他、子どもが生まれた男性職員
の所属長に休業取得計画を当該職員とともに検討いただく

関連するマテリアリティ

●   ダイバーシティ・エクイティ& 
インクルージョン

等を行ったことにより、取得率は2020年度末時点3.1％か
ら88.9％に大きく伸長しており、育児休業を取得すること
が当たり前といえる環境に近づいています。
現在は、仕事と介護の両立支援を課題と位置付け、ア

ンケートにより職員の現状を把握するとともに、e-ラーニ
ング研修や仕事と介護の両立に資する情報の発信を行っ
ています。育児や介護等の多様な背景にかかわらず、全
職員にとって「働きやすく、働き甲斐のある」職場の実現
に努めてまいります。

人財 KPI 目標 達成年度 主な取り組み

ダイバーシティ ・
エクイティ &
インクルージョン
（DE&I）

女性管理職比率 18% '28年度 ・女性職員向けポジティブアクション
・毎期女性管理職登用 30%以上

育児休業後の復職率 100% 毎年 ・休職者フォロー
・復職者面談、 キャリアセミナー

男女別育児休業取得率 女性  100%
男性    80% '28年度 ・男性育休取得推奨

・管理職教育

経営戦略を実現するうえで必要となる人財を確保するため、中核人財の育成と戦略人財の確保に取り組んでい

ます。人事戦略を支える重点テーマとして「人財投資」、「風土改革」、「環境整備」を掲げており、働きやす

い環境の整備を進めることで職員のエンゲージメント（貢献意欲）を高めながら、人財力の底上げと組織力の

向上を目指しています。

経営戦略と人財戦略の連動 ダイバーシティ・エクイティ＆
インクルージョン（DE＆I）の推進
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社会

取締役会

人事部健康管理推進部門
（川越診療所）

サステナビリティ委員会

事務局

提言／報告

報告

委員長：代表取締役副社長
委　員：関係本部統括役員

諮問

指示

連携

健康投資
健康投資効果

健康投資施策の
取り組み状況に関する指標

職員等の意識変容・
行動変容に関する指標

健康関連の
最終的な目標指標

健康経営で
解決したい
経営課題

各種健康診断

様々な効果に
関する
健康投資

健康関連研修
及びイベント

法定を上回る
休暇・短時間
制度の充実

健康状況の
調査・分析・
公表

年2回の
定期健康診断

その他法定を
超える健康診断
（がん健診等）

ヘルス関連
研修・イベントの

実施

法定外休暇・
短時間勤務制度

就業システム
管理

アンケートの
実施

標準人員
管理

ラインケア
指導

各種健康診断の
実施回数

適正体重の
割合の向上 プレゼン

ティーズムの
低減

持続的な
成長に向けた
人財の定着化
および

パフォーマンス
向上

健診受診率

生活習慣等の
研修・イベントの
継続実施回数

運動習慣のある
職員等の
割合の向上

アブセン
ティーズムの
低減

研修・イベントの
参加率

メンタルヘルス
研修の

継続実施回数

非喫煙者比率の
増加

ワーク・
エンゲージメント

の向上

公表数値等の
認知率

残業抑制・
休暇取得奨励

メンタル起因
による休職者の

低減

アンケートの
継続実施回数

年次有給休暇
取得率の向上

標準人員
充足率

組織内コミュニ
ケーション量の

変化

高健康
リスク値部署
改善指導数

所定外労働
時間数の低減

●  階層毎の役割責任を共通認識するマインドセット研修
（昇進時）
●  スキル＆ナレッジ研修、ESG研修、ITリテラシー研修
●  将来の経営層、マネジメント層を育成する選抜研修

●  e-ラーニング研修による定期的、継続的な学びの実践
●  通信教育およびオンラインコンテンツによる自主学習機
会の提供

●  受験料、奨励金等の支給による資格取得の奨励

１.  持続的な成長を支える中核人財の育成のための 
階層別研修

２.  職員一人ひとりが自発的に学び続ける 
「学びの浸透」に向けた環境整備

対象者 研修名 内容 実績

管理職／主任・副主任職 階層別研修 役割認識研修 昇進時（各階層年 1回）

管理職 マネジメント研修 ラインケア／労務管理／イクボス／評価者 全 4回開催

次期経営層候補者
次期マネジメント層候補者 選抜研修 外部講師による中核人財の多様性確保に向けた

計画的な役割・スキル研修
次期経営層／全 12回開催
次期マネジメント層／全 8回開催

全階層

スキル &ナレッジ研修
ESG研修

メンタルヘルス／健康経営／育児・介護
ダイバーシティ／エンゲージメント
コミュニケーション／ OJT／目標管理
コンプライアンス／人権／ビジネスマナー

全 20回開催

ITリテラシー強化研
修

情報セキュリティ（標的型攻撃メール・マルウェア等）
ネットワーク知識／コンピュータ構成
IoT／クラウド／生成 AI
SNSリスク／MOSスキル習得

全 23回開催

人財育成研修

①  BMLでは、医師である代表取締役副社長を健康経営
推進体制の委員長として健康経営推進体制を構築して
います。

②  専門スタッフとして産業医7名および看護師3名を置
き、全国の職員の健康管理を行っています。また、看
護師は健康経営アドバイザー・健康マスター（エキス
パート）の資格を有しており、職員への健康アドバイ
スを行っています。

③  健康管理推進部門として「川越診療所」を設置し、
人事部と連携して各種健康推進の取り組みを企画・
運営しています。

健康経営推進体制

BMLでは、「持続的な成長に向けた人財の定着化およ
びパフォーマンス向上」を健康経営の推進により解決し

戦略マップの策定
たい経営課題として捉え、以下のとおり戦略マップを策定
のうえ取り組んでいます。

関連するマテリアリティ

● 人財雇用・育成

関連するマテリアリティ

●  職員の健康と安全BMLでは「組織における役割責任を自律的かつ能動的に果たせる人財」

の育成に取り組んでいます。中核人財（役職者）に対しては、教育体

系に基づき階層毎に求められる役割責任や役割行動を認識させるマインドセット研修や、必要となるスキル、

ナレッジを習得するための研修を行っています。さらに、将来の経営人財を育成していく目的で、選抜研修を

実施しています。全職員に対しては、2023年度を「学び直し元年」と位置付け、アップスキリングやリスキリ

ングの機会を提供しています。全職員がITリテラシー習得に取り組んだ結果、「ITパスポート試験」合格者が

400名を超えています（2024年8月末現在）。

人財育成
「豊かな健康文化を創造します。」というBML企業理念の実現のため、

全職員の健康意識の向上を推進し、一人ひとりが自律的に健康を保

持・増進する職場環境を作ります。職員のエンゲージメントとパフォーマンスの向上を通じて、企業価値を高

めてまいります。

健康経営の推進

管理職として
所属部署の主な業務は、請求書作成・売掛金管理です。管理職も課員同様にエリアを受け
持っています。そのため、課員の苦労も身を持って体験しているので、問題点等共有しているつ
もりです。それに加え、管理職は週に一度、課員との面談を実施し、色々な情報共有、困りご
となどの把握に努めています。このような形でコミュニケーションをとり、よりよい職場環境作り
に日々奮闘しています。自分を育ててくれた会社への恩返しと思い、後輩の育成にも努めていき
たいと考えています。

女性職員からのメッセージ

業務経理課 課長 

和泉 あかね

80BML REPORT 2024BML REPORT 202479



データセクション価値創造のための成長戦略BMLグループとは BMLのサステナビリティ

社会／サステナブル調達

評価指標 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2025年度目標

定期健康診断受診率 100% 100% 100% 100% 100%

適正体重の割合（BMI18.5～ 25.0未満）
男性 60.9% 61.2% 64.7% 63.1% 63.0%

女性 66.0% 64.9% 69.2% 65.1% 67.0%

非喫煙率 77.7% 78.1% 78.8% 79.6% 82.0%

運動習慣のある職員 15.9% 15.4% 16.2% 14.7% 17.0%

ストレスチェック受検率 78.4% 71.7% 86.6% 87.4% 80.0%

月間所定外労働時間（管理職を含む） 18.4時間 21.0時間 16.8時間 16.2時間 18.3時間

年次有給休暇取得日数 11.8日 10.9日 12.1日 12.3日 12.0日

健康増進研修参加率 ー 98.2% 99.5% 98.9% 100%

メンタルヘルス研修 98.0% 97.0% 100% 100% 100%

プレゼンティーズム※ 1 ー ー 80.8% 80.2% 83.0%

アブセンティーズム※ 2 ー ー 2.4日 2.6日 2.3日

ワークエンゲージメント※3

（ユトレヒト・ワーク・エンゲージメント尺度） ー ー 3.02 3.01 3.20

※1 プレゼンティーズム：出勤しているものの、健康上の問題によって完全な業務パフォーマンスを出せない状況
※2 アプセンティーズム：傷病による欠動　　※3 ワークエンゲージメント：仕事に対する活力・熱意・没頭

関連するマテリアリティ

●  職員の健康と安全

産業医監修の下、KPI（指標）とその目標値を設定し、達成に向けて取り組んでいます。

指標・目標

①  毎年実施している健康に関するアンケートで認識された
「睡眠」課題の改善に向けて、「睡眠時間＋1H（プラ
ス1アワー）運動」を実施し、睡眠の質・量の改善に
向けた情報発信等を行っています。

②  食生活および健康意識の向上に向けて、新たな健康
アプリサービスを導入しています。健康ポイントを福

主な取り組み
利厚生制度と連動させることで、職員の参加率向上に
努めています。

③  THP（トータルヘルスプロモーションプラン）ルームを
増設する他、川越市で実施している「小江戸マラソン」
に協賛し、職員の運動習慣の改善に取り組んでいます。

（1）ワークライフバランス改善の取り組み
新型コロナウイルスの感染拡大に伴うPCR検査の増加

により、2020年度、2021年度は時間外労働が長時間
化する傾向にありました。2022年度よりワークライフバ
ランスの改善に向けて、全社的な働き方改革を進めてお

労働安全衛生

り、2023年度は前年度比時間外労働が37,000時間削
減となりました。誰もが働きやすい職場を実現するため、
働き方改革に継続的に取り組んでまいります。

（2）メンタルヘルス対応
多様な人財が活躍する状況の中で、職員のメンタルヘル

ス対応の重要性が増しています。e-ラーニング等の研修を
役員以下全ての職員に受講させる他、職場の規模に関わら
ずストレスチェックを全社的に実施しています。集団分析の

結果、健康リスク値が一定以上の部署については分析結
果をフィードバックしたうえで、職場単位での改善活動を
促し、管理職を中心に組織一体となってアクションプラン
を立案、遂行することで、組織の活性化につなげています。

BMLグループはこの度、新たにサステナブル調達にかかる方針およびガイドラインを制定しました。当方針は

国連グローバルコンパクトの10原則などに基づき、取引先とともにサステナブルな調達を推進することを定め

ています。また、ガイドラインは、人権・労働慣行・環境等の調達にあたる留意事項を記載するとともに、取

引先に遵守いただきたい事項を記載しています。BMLグループは、取引先とともにサステナブル調達を通じて

持続的な社会の発展に貢献してまいります。

サステナブル調達

質問書作成／見直し

サプライヤー選定

PLAN

改善に向けた
エンゲージメント・
アドバイス・モニタリング

ACTION

調査実施

DO

回答の評価・分析

CHECK

BMLでは、検査等に必要な資材の調達を総務部にお
いて一元管理をしており、サステナブル調達においての
主幹部門をBML総務部としています。総務部は、関連
部門と連携を行いサプライヤーとの協議や社内周知を

サステナブル調達推進体制
図っています。
取り組み状況については、サステナビリティ委員会へ
報告し、評価・討議を行っています。

今後は、整備した体制のもと、年間調達額の上位を占
めるサプライヤーを中心に、実態調査や調査に係る評
価・モニタリングを実施する予定です。
調査はサステナブル調達方針、ガイドラインの遵守状
況を始め、サステナブル調達に関する質問書をサプライ
ヤーに回答していただきます。回答内容はBMLの評価基
準に沿って評価分析し、評価に応じて各サプライヤーと
の対話を重ねて改善に向けたエンゲージメント・アドバイ
ス・モニタリングを実施します。
このPDCAサイクルを回すことで、BMLとサプライ
ヤーとの協働体制を構築し、サステナブルな調達の実現
に取り組んでまいります。

今後の取り組み

BMLグループ  サステナブル方針

 法令・社会規範遵守
各国・地域の法令・ルールを順守し、倫理や国際行動規範・社会規範を尊重した上で
取引を行います。

人権 基本的人権を尊重し、強制労働、児童労働、ハラスメント、差別を撤廃するとともに、
あらゆる人権侵害に加担しないよう徹底します。

労働慣行・安全衛生 
職員の安全衛生を確保する労働環境を整備します。また、労働者の権利である結社の自
由と団体交渉権を尊重し、法定最低賃金や法定労働時間の遵守を徹底します。

環境 環境汚染の防止と負荷の低減、地球温暖化の防止、循環型社会の構築など、調達活動
における地球環境の保全に努めます。

公正な事業環境 公正かつ透明な調達先選定および取引を実施し、腐敗防止や反社会的勢力との関係排
除を徹底します。また、知的財産の適切な管理を行います。

安全性・品質 調達品の品質維持と有効性・安全性・安定供給を確保します。そのために必要な情報を
適時入手し、適切に情報を開示します。

※ ガイドラインはwebページ「サプライチェーンマネジメント」をご覧ください。
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全
国
ラ
ボ
検
査
工
程
の
標
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化

ラボの規模に合わせ、分析機を選定
分析機・標準作業手順書の統一

中規模ラボ

拠点ラボ

小規模ラボ

大規模ラボ

①処理能力　②検査項目　③要員数
全国ラボを以下の基準をもとに4つに分類

計画遂行率 50％以上 計画遂行率 90％以上

■計画遂行率

2026年目標

100%

0
2028年目標

拠点ラボ

分析機

標準作業手順書

大規模ラボ

分析機

標準作業手順書

中規模ラボ

分析機

標準作業手順書

小規模ラボ

分析機

標準作業手順書

データセクション価値創造のための成長戦略BMLグループとは

品質管理・向上

BMLのサステナビリティ

内部監査

内部監査部門

内部監査 立入検査 実地審査

品質マネジメントシステム
・継続的改善

外部監査

厚生労働省
都道府県
専門委員

ISO15189
米国CAP
医療関連

サービス振興会

人財開発
検査品質の向上

外部資格取得を
目指してそれぞれが
スキルアップを図る

資格取得推進のために
研修体制を確立

目標

検体を預かり、検査を実施する私たちにとって、精度
管理は何よりも重要な課題です。そこで、内部精度管理
部門として ｢検査品質課｣ を設け、厳しくチェックをして
います。また、品質の保証をより徹底するため各検査部
門から独立した品質管理監査部門として｢信頼性保証部｣
を設け、客観的な立場から改善指導しています。
さらに、都道府県の専門委員による立ち入り検査と、
外部認定機関による実地審査を受けるという、徹底した
品質保証体制を敷いています。

品質保証体制

●  ISO15189は臨床検査室の国際的な品質マネジメント
システムの規格です。この
認定を受けることは、精
確な結果を提供する能力
を有していることの証しで
す。日本では2004年10

月よりパイロット認定審査
が開始されBMLは2005

年9月にBML総合研究所
で認定を取得しました。

品質保証の「信頼」を語る主な認定・登録
●  CAP認定とは、臨床検査の品質と性能を保証する制度
です。BML総合研究所は1991年に米国CAP認定を
取得し、広範囲の検査項目でサーベイを実施すること
で精度を保証し
ています。

❶（財）医療関連サービス振興会 

  が良質な医療関連サービスとし
て必要な要件を定め、立ち入り
検査によって基準を満たす
サービスや製品・事業者を認定
しています。

❷  プライバシーマークは個人情報の
取扱いを適切に行う体制等を整
備していることを認定しています。

❸  情報セキュリティマネジメント 

システムに関する国際規格です。

❹  クラウドセキュリティに関する 

国際規格です。

１.分析機の標準化
２.外部資格取得推進
上記の各施策ごとにKPI（重要業績評価指標）を設定し、目標達成に向けて推進していきます。

品質向上の主な施策

品質向上、人財開発の施策として、検査員の卒後資格取得を推進しています。
外部資格の取得を目指してそれぞれがスキルアップを図ることで、検査品質の向上につなげていきます。

2. 外部資格取得推進

品質向上に向けた主な施策として、分析機の標準化を行っています。
全国ラボではラボの規模に合わせ、分析機・標準作業手順書の統一と検査工程の標準化により、品質管理の強化・向
上を進めていきます。

1. 分析機の標準化

BMLグループ全体を対象とし、各分野ごとにメーカーの選定を行い、導入5ヵ年計画を立てています。
この導入計画に基づいて更新を行い、KPIでは以下の計画遂行率（％）を達成目標としています。

KPI（重要業績評価指標）
●  2026年：計画遂行率50％以上
●  2028年：計画遂行率90％以上

BMLを対象とし、特に、入社3年以内の検査員の卒後資格取得を推進しています。
資格取得の推進のために、研修体制の確立を行い、KPIでは以下の卒後資格取得率（％）を達成目標としています。
KPI（重要業績評価指標）
●  2026年：卒後資格取得率20％以上
●  2028年：卒後資格取得率30％以上

対象となる資格
● 二級臨床検査士　　　　● 緊急臨床検査士
● POCT測定認定士　等

関連するマテリアリティ

● 品質の向上内部監査部門・外部認定機関を活用したBMLならではの品質保証シス

テムで、全部門を厳しく監査・指導しています。

品質管理
BMLでは、顧客や患者様に安心・信頼していただけるよう品質管理の強化・向上に努めています。

品質の向上 
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データセクション価値創造のための成長戦略BMLグループとは BMLのサステナビリティ

コーポレート・ガバナンス

取締役

監査役

執行役員

氏名 役職 独立
取締役会
への

参加状況
選任理由

新井 龍晴
社外取締役

（独立役員）
○

16/16

（100%）

化学業界における長年の企業経営に関する豊富な経験と高い見識を有しております。
その実績、専門性、経営に関する見識を活かすことによりBMLの経営の意思決定に際
して客観的な立場で意見と判断を行い、取締役の業務執行の監視・監督の役割を果
たすことで今後のBMLグループの企業価値向上に必要な人財と判断しました。同氏に
は、化学業界における豊富な経験を活かし、BMLにおいて業務執行者から独立した立
場で経営を監督する役割を果たしていただくことを期待しております。

大澤 茂
社外取締役

（独立役員）
○

16/16

（100%）

金融分野と建設分野に関する豊富な経験と高い見識を有しております。その実績、専門
性、経営に関する見識を活かすことによりBMLの経営の意思決定に際して客観的な立場
で意見と判断を行い、取締役の業務執行の監視・監督の役割を果たすことで今後のBML
グループの企業価値向上に必要な人財と判断しました。同氏には、主に建設分野におけ
る豊富な経験を活かし、BMLにおいて業務執行者から独立した立場で経営を監督する役
割を果たしていただくことを期待しております。

氏名 役職 独立 選任理由

森下 健一 常勤監査役
入社以来BMLの人事部門、グループ会社管理部門および臨床検査子会社の管理部門に携わり、
BML業務全般に対して豊富な経験と高い見識を有しております。BMLの監査体制強化に活かせると
判断しました。

德尾野 信成
社外監査役
（独立役員）

○ 税理士としての専門的知識と東京国税局での豊富な経験を、BMLの監査体制強化に活かせると判断
しました。

出縄 正人
社外監査役
（独立役員）

○ 会社経営に関与された経験はありませんが、弁護士としての専門的知識と豊富な経験を、BMLの監
査体制強化に活かせると判断しました。

氏名 役職 独立
取締役会
への

参加状況
選任理由

近藤 健介
代表取締役

社長

16/16

（100％）

医師としての経験から、医療業界全般に対して豊富な経験と高い見識を有しておりま
す。2014年１月に代表取締役就任以来、BMLグループの経営の指揮を執り、その
卓越したリーダーシップにより十分な実績を有していることから今後のBMLグループ
の企業価値向上に必要な人財と判断しました。

荒井 信貴
代表取締役

副社長

16/16

（100％）

医師としての経験から、医療業界全般に対して豊富な経験と高い見識を有しており
ます。2009年６月にBML取締役就任以来、検査部門、営業部門、企画部門、品
質部門を歴任し、2017年６月に代表取締役就任以降も海外部門、管理部門など
BML業務全般に携わっております。その実績、専門性、経営に関する見識を活かす
ことにより、今後のBMLグループの企業価値向上に必要な人財と判断しました。

武部 憲尚
代表取締役

専務執行役員

企画本部長

16/16

（100％）

金融業務の知識と経験を有し、BML入社以来、経理部門、経営企画部門、グ
ループ会社管理部門を中心に携わり、BML業務全般に対して豊富な経験と見識を
有しております。その実績、専門性、経営に関する見識を活かすことにより、今後
のBMLグループの企業価値向上に必要な人財と判断しました。

大澤 英明
取締役

執行役員

営業本部長

16/16

（100％）

BML入社以来、営業部門を中心に携わり、また集配関連子会社の代表取締役を
務めるなど、BML業務全般に対して豊富な経験と高い見識を有しております。そ
の実績、専門性、経営に関する見識を活かすことにより、今後のBMLグループの
企業価値向上に必要な人財と判断しました。

柴田 健治
取締役

執行役員

BML検査本部長

16/16

（100％）

BML入社以来、検査部門を中心に携わり、BML業務全般に対して豊富な経験と
高い見識を有しております。その実績、専門性、戦略企画に関する見識を活かすこ
とにより、今後のBMLグループの企業価値向上に必要な人財と判断しました。

山下 祐二
取締役

執行役員

システム本部長

16/16

（100％）

BML入社以来、システム部門を中心に携わり、BML業務全般に対して豊富な経験
と高い見識を有しております。その実績、専門性、戦略企画に関する見識を活かす
ことにより、今後のBMLグループの企業価値向上に必要な人財と判断しました。

寄高 由季子
社外取締役

（独立役員）
○

16/16

（100％）

金融分野と人事分野に関する豊富な経験と高い見識を有しております。その実績、
専門性、経営に関する見識を活かすことによりBMLの経営の意思決定に際して客観
的な立場で意見と判断を行い、取締役の業務執行の監視・監督の役割を果たすこ
とで今後のBMLグループの企業価値向上に必要な人財と判断しました。同氏には、
金融分野と人事分野における豊富な経験を活かし、BMLにおいて業務執行者から
独立した立場で経営を監督する役割を果たしていただくことを期待しております。

役員一覧

氏名 役職 管轄

近藤 正巳 常務執行役員 院内検査本部長

木越 浩之 常務執行役員 管理本部長

榎本 聡 執行役員 次世代BML総合研究所
構築担当

山口 敏和 執行役員 先端技術開発本部長

武井 勝明 執行役員 BML検査本部副本部長

氏名 役職 管轄

青野 道博 執行役員 信頼性保証部長

矢野間 載洋 執行役員 医療情報システム営業部長

中原 洋見 執行役員 リスク管理部長

酒巻 豊 執行役員 総務部長

山下 和宏 執行役員 電子カルテシステム部長
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データセクション価値創造のための成長戦略BMLグループとは BMLのサステナビリティ

コーポレート・ガバナンス

コーポレート・ガバナンス体制図

株主総会

取締役会
（取締役）

指名・報酬
委員会

監査室

信頼性
保証部

リスク管理部

コンプライアンス 
委員会

監査役会
（監査役）

会計監査人 
（監査法人）

顧問弁護士

代表取締役
社長

本部長・
部長

（執行役員含む）

職員

業務執行機能

リスク管理・
内部監査機能

スキルマトリックス（取締役に特に期待する分野）

スキルマトリックス（監査役に特に期待する分野）

東京証券取引所の「コーポレートガバナンス・コード」
の各原則の全てに対応するため取り組みを進めています。
なお、東京証券取引所に提出した83項目にわたる実施状
況表を含む「コーポレート・ガバナンスに関する報告書」
をBMLホームページにて開示しています。また、公正で

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方
透明性の高い企業活動を遂行するため「コンプライアン
ス規程」を定めており、あわせて職員等が遵守すべき行
動規範を示した「BMLグループコンプライアンスマニュア
ル」に基づき、研修等を通じて職員等への意識徹底に努
めています。

関係会社を含めた全部門を対象に内部監査を実施する
部署として、社長直轄の監査室を設置し、内部統制の有
効性と業務執行の状況について監査を実施しております。
また、専門分野である検査部門を主な対象として、信頼
性保証部による内部監査があわせて実施されており、法
令遵守、内部統制システム、リスクマネジメント、品質、
環境等についての評価と指導が行われています。
監査役は、取締役会をはじめとする社内の重要会議に

出席するほか、重要な決議書類等の閲覧、本社および主
要な事業所の業務および財産の状況調査等により、厳正
な監査を実施しております。さらに監査役と監査室の連携
として、監査役会への内部監査結果の報告、共同監査等
が行われ、適宜情報の交換を行っております。また、監
査室からは定期的に取締役会に対して、内部統制に関す
る報告を行っています。

コーポレート・ガバナンス体制

関係会社に対する全面的な管理方針および管理組織に
ついて定める『関係会社管理規程』を制定し、円滑な業
務運営のための適正な運用を図っています。また、情報
交換の場として関係会社会議を定期的に開催しています。
コンプライアンス体制およびリスク管理体制については、
BML規定に則り、グループ一体による企業集団としての
整備を行っています。内部統制の整備、運用および評価
に関して、BMLグループで構成する内部統制委員会（以
下、「委員会」という。）で行っています。委員会の委員
長は、BMLの社長とし、事務局をグループ企画部内に設
置しています。委員会の構成員はBML各本部の本部長お

グループガバナンス
よびBMLグループの対象会社の社長とし、その他必要に
応じて社長が指名しております。委員会では、次の事項
を行っています。
（1） グループ内の内部統制についての方向性、施策の検

討および審議
（2） 各部門およびBMLグループの対象会社に対する内部

統制の整備・見直しに必要な文書類の作成の指示
上記に係るグループ関係会社の監査は、BMLの内部

監査部門が実施しています。

氏名 BMLにおける地位
取締役に特に期待する分野

経営経験 医療経験 検査・工学 情報技術 戦略企画 財務・会計 人事・労務 リスク・法務

近藤 健介 代表取締役 / 社長 ○ ○ ○ ○ ○

荒井 信貴 代表取締役 / 副社長 ○ ○ ○ ○ ○

武部 憲尚 代表取締役 / 専務執行役員 ○ ○ ○ ○

大澤 英明 取締役 / 執行役員 ○

柴田 健治 取締役 / 執行役員 ○ ○

山下 祐二 取締役 / 執行役員 ○ ○ ○

寄高 由季子
社外取締役
（独立役員） ○ ○ ○

新井 龍晴
社外取締役
（独立役員） ○ ○

大澤 茂
社外取締役
（独立役員） ○ ○ ○ ○

氏名 BMLにおける地位
監査役に特に期待する分野

経営経験 医療経験 検査・工学 情報技術 戦略企画 財務・会計 人事・労務 リスク・法務

森下 健一 常勤監査役 ○ ○ ○

德尾野 信成
社外監査役
（独立役員） ○ ○

出縄 正人
社外監査役
（独立役員） ○ ○
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データセクション価値創造のための成長戦略BMLグループとは BMLのサステナビリティ

コーポレート・ガバナンス

グループビジョン
医療界に信頼され選ばれる企業をめざす

第6次中期経営計画 （2015-2017年度）
コンセプトコンセプト
業界トップ企業としての基盤構築と強化

テーマテーマ
●  品質・サービスの向上
　営業基盤の強化、システム基盤の再構築、
　検査基盤の拡充
●  人財基盤の充実
●  マネジメント品質ならびに機能の強化

第7次中期経営計画 （2018-2020年度）
コンセプトコンセプト
品質・サービスNo.1へ

フレームワークフレームワーク
●  「地域サービスNo.1」
●  「検査ラインアップNo.1」
●  「医療界への貢献No.1」
●  「品質No.1」
●  「経営管理」

第8次中期経営計画 （2021-2023年度）
MissionMission
顧客満足、相乗効果、社会的責任

社内行動指針社内行動指針
職員の総意、すべてに健全、標準化の追求

基本戦略フレームワーク基本戦略フレームワーク
「標準化」×「DX（デジタルトランスフォーメーショ
ン）」を軸に競争力の拡充をめざす

フレームワークフレームワーク
●  標準化～競争力の拡充～
　ラボネットワークの充実、営業力の充実
　集配プロセスの革新
●  DX
　顧客体験価値向上×業務効率化実現
●  経営基盤の強化、人財開発・活用

第9次中期経営計画（2024-2028年度）
キーコンセプトキーコンセプト
●  さらなる品質　●  ソリューション
●  相互の発展

フレームワークフレームワーク
「次世代ラボ構築」を核とし
● 売上・シェア拡大  ● 標準化推進
● 事業ポートフォリオ最適化  ● 収益性向上
● 高機能検査開発  ● サービスレベル強化

基
礎
固
め
期

成
長
期

飛
躍
期

取締役会の構成（2024年6月時点）
→取締役会の1/3を独立社外取締役で構成

3名
6名 社内社内

取締役取締役

独立社外独立社外
取締役取締役

決議事項

株主還元に関する事項
中間配当
定時株主総会招集要領承認

決算・業績に関する事項
決算
予算

コーポレートガバナンスに
関する事項 コーポレートガバナンス・コード対応

重要な財産への投資・
処分に関する事項

BML総合研究所検査機器更新・導入
BML総合研究所大規模修繕
検査機器年間保守契約締結
ITS統合APサーバーリプレース
電子カルテ事業の基幹システム刷新
ラボ・ブランチ・FMSへの設備投資
BML総合研究所浸水対策

人事・組織に関する事項
役員委嘱
規程変更（退職金・稟議）

組織再編に関する事項 組織改正

BMLおよび関連会社に
関する重要事項

愛媛メディカルラボラトリー吸収合併
QOL子会社間の合併
資金の貸付
ファルコホールディングスについて

取締役・執行役員、
取締役会に関する事項

役付取締役選任
代表取締役選定

取締役・執行役員、
取締役会に関する事項

執行役員の選任
役付執行役員の選任および委任業務決定
社長職務代行者順位決定
BML役員の関係会社等役員兼任
BML取締役の競業取引および第三者のためにす
る直接取引承認
役員報酬支給に関する方針
取締役の報酬額
譲渡制限付株式に係る金銭報酬債権の支給
譲渡制限付株式としての自己株式処分
役員賞与支給
役員賠償責任保険更新

その他の事項

第9次中期経営計画
資金計画・短期借入金限度額設定
倫理委員会変更
アラート価格
FMS契約

報告事項
サステナビリティに関する

事項 サステナビリティ委員会報告

コーポレートガバナンスに
関する事項

内部統制評価の結果報告・計画
リスク管理に対する取り組み状況

重要な財産への投資・
処分に関する事項 新棟計画

その他の事項

関連会社役員人事
関連会社定時株主総会上程議案（計算書類・
剰余金の処分）
監査役会監査方針
電子カルテ事業
ラボ進捗状況

取締役会の主な議案

ガバナンスの変遷

監査役会の構成（2024年6月時点）
→ 監査役会の2/3を 
社外監査役で構成

2名
1名

独立社外独立社外
監査役監査役 社内社内

監査役監査役

指名・報酬委員会の構成（2024年6月時点）
→ 委員の半数以上を 
独立社外取締役で構成

3名 2名 社内社内
取締役取締役

独立社外独立社外
取締役取締役

各委員会の役割
委員会 役割 2023年度開催回数

取締役会
法令等に定められた事項や経営方針・予算の策定等経営に関する重要事項
を決定し、月次の経営業績の分析・対策・評価を検討するとともに法令・
定款等への適合性および業務の適正性の観点から審議

16回

指名・報酬委員会
取締役および監査役の選任および解任に関する株主総会議案の原案、取締
役および監査役の報酬等に関する株主総会議案の原案、その他取締役会か
ら諮問を受けた事項について審議し、意見を取りまとめ、取締役会に報告

5回

監査役会
監査方針・監査計画を協議決定し、重要な社内会議への出席、業務および財
産の状況の監査、取締役の職務執行の監査、法令・定款等への遵守について
監査

13回

コンプライアンス委員会 グループ会社を含む横断的なコンプライアンス体制を統括するとともに、社内
通報制度「コンプライアンス・ポスト」を運営 4回

サステナビリティ委員会
グループ全体のサステナビリティの推進を目的としており、サステナビリティに関
する方向性や計画等を討議・決定。定期的に方向性の討議や活動の評価等を議
論し、取締役会へ報告。また、必要に応じて、体制整備や推進計画の更新を実施

4回

年 BML グループの中期経営計画 ガバナンス強化の変遷

2015

2016

2017 譲渡制限付株式報酬制度導入

2018
社外取締役の独立性基準の制定および公表
政策保有株式に関する基本方針の制定および公表

2019 　

指名・報酬諮問委員会設置
議決権電子行使プラットフォーム導入
株主総会招集通知の英訳版発行
取締役会の実効性に関する自己評価制度の導入および結果の公表
短期インセンティブとしての役員賞与制度導入

2020 女性取締役選任（初）

2021

女性活躍推進のための行動計画（2021/4/1～2026/3/31）公表
指名・報酬諮問委員会を指名・報酬委員会に変更

社外取締役1/3体制　（9名中3名が社外）

取締役のスキル・マトリックス開示
ダイバーシティ・エクイティ＆インクルージョンのトップメッセージ公表

2022
サステナビリティ委員会設置
13のマテリアリティを特定

2023 人権方針を策定

2028
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データセクション価値創造のための成長戦略BMLグループとは BMLのサステナビリティ

コーポレート・ガバナンス

BMLでは、取締役会の構成、運営、議題、支援体制
等に対する各取締役の評価および意見をもとに、取締役
会全体の実効性について分析・評価を行っております。
取締役会の実効性を分析・評価するために、自己評価と

取締役会の実効性評価
してアンケートを実施した結果、概ね適切に整備・確保
されておりましたが、その他の意見で出された内容を踏ま
え、取締役会のさらなる審議の充実と実効性の向上に努
めてまいります。

BMLはBMLの定める「政策保有株式に関する基本方針」に基づき、政策保有株式を限定的に保有し、その議決権行
使を行います。
また個別の政策保有株式の保有の適否については、定期的に取締役会で検証しています。

政策保有株式
基本的な考え方

１．保有に関する方針
①  政策保有株式は、対象先との長期的・安定的な関係
の維持・強化、事業戦略上のメリットの享受などが図
られ、対象先およびBMLグループの企業価値の向上
に資すると判断される場合において、限定的に保有す
るものである。

②  政策保有株式については、個別銘柄毎に、中長期的
な経済合理性や将来の見通しを踏まえ、保有に伴うリ
スク・リターン、営業上の取引関係や業務提携等の事
業戦略における保有意義等についての総合的な検証
を毎年実施し、保有の可否を判断する。

③  検証の結果、保有の妥当性が認められない場合には、
対象先の理解を得ながら、売却を進める。また保有の
妥当性が認められる場合であっても、市場環境やBML

の経営・財務戦略等を考慮し、売却することもある。
２．議決権行使に関する方針
政策保有株式の議決権行使に際しては、議案ごとに以
下の点を確認のうえ、総合的に判断する。
①  取引先企業の中長期的な企業価値を高め、持続的成
長に資するか。

②  BMLグループの中長期的な政策的利益の増大に資するか。

1）報酬等に係る方針の決定
BMLは、社外取締役が過半数を占める指名・報酬
委員会での審議を経て、取締役会の決議により、取締
役および執行役員（以下、取締役等）の報酬の内容に
係る方針を定めています。指名・報酬委員会の委員は、
BML代表取締役2名、社外取締役3名の計5名です。

2）報酬等に係る方針の内容
指名・報酬委員会においては、役員報酬体系を検討し、
取締役等の報酬の公平性・客観性を確保するため、BML

と同規模の国内上場企業の役員報酬との比較検討を行
いながら、以下の3つの体系で報酬を構成しています。
ⅰ）月額報酬
ⅱ）役員賞与（短期インセンティブ）
ⅲ）譲渡制限付株式報酬（長期インセンティブ）
ⅰ）～ⅲ）のうち、ⅱ）については、各年度の業績
に対する指標（KPI）、各担当の職務遂行結果等を
総合的に勘案して決定することとしています。なお、
各役位における役割責任及び業績責任を踏まえ、上
位役位ほど報酬の業績連動性を高めています。
業務執行から独立した立場である社外取締役につ

いては、その独立性を尊重する観点から、長期・短
期インセンティブの対象外としています。
監査役の報酬については、経営に対する独立性、
客観性を重視する視点から固定報酬のみで構成され、
各監査役の報酬額は、監査役会で決定しています。

3）社内取締役・執行役員の報酬等に係る方針の具体的な内容
ⅰ）月額報酬と役員賞与の割合
各役位における役割責任及び業績責任に応じ、
上位役位ほど報酬の業績連動性を高めており、役位

取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項

毎に月額報酬と役員賞与の割合を変動させ、比率は
以下のとおりとしています。
月額報酬：賞与＝5.8：4.2～8.5：1.5

ⅱ）株式報酬の割合
2023年度は、代表取締役社長を除き、報酬総額に

占める株式報酬の比率を引上げました（10％→20％）。

ⅲ）役員賞与の算定方法
基準賞与額に対し、以下の要素を加味し決定し

ております。
（ア） 業績連動 … 年度計画に対する売上高と営業

利益の達成率を指数化し、役位毎に定める基
準賞与額を上限5.0倍～下限0.2倍のレンジで
変動させ、役位が高いほど業績連動性を高め
ています。

（イ） マネジメント評価 … 代表取締役社長を除く社
内取締役・執行役員が、事業年度毎に定める目
標の達成度を代表取締役社長が評価し、基準賞
与額に対し加減算しています。

（ウ） 功績 … 事業年度において著しい功績を挙げた
取締役等に対し加算しています。

（エ） 重大事象 … 事業年度の経営に重大な影響を与
えた取締役等に対し減算しています。

ⅳ）取締役等の報酬方針の決定
取締役会においては、指名・報酬委員会にて審
議された役員報酬体系等を確認したうえで、当該年
度の役員賞与および次年度の役員報酬方針につい
て決議を行っています。

BMLは月額固定報酬に加えて、業績と企業価値の向上
に向けた各取締役の取り組みへのインセンティブとして、
固定報酬に加えて業績連動報酬を導入しています。業績
連動報酬の算定の基礎としては、売上高等の事業計画に

業績連動報酬に関する事項

対する達成度に対応した支給割合により報酬額を算定して
います。当該指標を選定した理由は、当期の業務遂行の
成果を総合的かつ客観的に示しており、業績成長の達成
度を重視する観点からも妥当であると判断したためです。

BMLの次世代経営者育成計画は、社外取締役が過半
数を占める指名・報酬委員会で定期的に議論されていま
す。委員会は取締役候補者の適格性を確認し、面会機会
を設け、実効性向上にも取り組んでいます。

サクセッションプラン
職員の選抜基準や教育プログラム、異動戦略を策定

し、リーダーシップを磨くことで、持続可能な成長と安定
したガバナンスを実現しています。

金銭報酬 株式報酬
Base

（基本報酬）
● 月額報酬

STI
（短期インセンティブ）

● 役員賞与

LTI
（長期インセンティブ）

● 株式報酬

役職
固定 変動

月額報酬 株式報酬 賞与 レンジ

上位 60％ 55％ 5％ 40％ 0.20～5.00
〜 〜 〜 〜 〜
下位 88％ 68％ 20％ 12％ 0.64～1.44

以下の評価に応じて決定
① 業績連動指数（KPI）　② マネジメント評価

2022年度の評価結果・対応策 2023年度の評価結果・対応策

評価結果
①取締役会の構成
　概ね適切に整備・確保されている。（6/6項目）
②取締役会の運営
　概ね適切に運営されている。（9/9項目）
③取締役会の議題
　概ね適切に構成されている。（13/13項目）
④取締役会を支える体制
　概ね適切に整備されている。（6/6項目）

評価結果
①取締役会の構成
　概ね適切に整備・確保されている。（6/6項目）
②取締役会の運営
　概ね適切に運営されている。（9/9項目）
③取締役会の議題
　概ね適切に構成されている。（16/16項目）
④取締役会を支える体制
　概ね適切に整備されている。（6/6項目）

対応策
●  円滑な運営のため、議事、運営の方法を改善する。
●  取締役会における議論の活性化、審議の質の向上のため早期
に情報を提供する。

対応策
●  個人株主、投資家への説明会の実施や役員がステークホルダーと
の面談に積極的に参加し、株主との対話の機会を増加させる。

●  資本コストや資本収益性を十分に意識したうえで、持続的な
成長の実現に向けた人的資本への投資や設備投資等の取り組
みを推進していく。

●  取締役の後継者についての議論の充実を図る。

取締役および監査役の報酬等
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社外取締役　寄高 由季子

社外取締役　新井 龍晴

データセクション価値創造のための成長戦略BMLグループとは BMLのサステナビリティ

社外取締役メッセージ

サステナビリティ経営の高度化を目指して、昨年12月に
サステナビリティ基本方針を改訂しています。「豊かな健
康文化の創造による貢献」を筆頭に掲げ、グループ企業
理念のもと、持続可能な社会の実現と企業価値の向上に
努めることを宣言する内容となっており、BMLらしい基本
方針になったと思います。臨床検査という本業を通じて、
医療の発展、人々の健康づくりに貢献していくことが、
BMLグループのサステナビリティ経営の1丁目1番地であ
り、引き続き高品質かつ付加価値の高いサービス提供に
邁進していってほしいと思っています。

BMLグループでは13個の重要課題（マテリアリティ）
を特定していますが、中でも「気候変動」「ダイバーシティ・
エクイティ＆インクルージョン」「人財雇用・育成」には優
先度高く取り組んでもらいたいと考えています。「気候変動」
は最近の異常気象の頻発から考えても待ったなしの課題で
あり、高効率の空調機器導入や総研新棟壁面への太陽光
発電設備設置をはじめ、様々な施策を検討し、取り組み

《 重要課題（マテリアリティ）の実現に向けて 》

も開始していますが、目標の達成には更なる努力と工夫を
していかなくてはなりません。加えて、気候変動問題への
対応は、サプライチェーン全体で取り組んでいくべき課題
でもあるため、ステークホルダーとの対話を重ね、ともに
取り組んでいってもらいたいと思っています。
また、高品質かつ付加価値の高いサービスを提供し、
企業価値を向上していく上で、「ダイバーシティ・エクイティ
＆インクルージョン」と「人財雇用・育成」は欠かせない
重点課題だと考えています。女性管理職比率は、意識改
革や選抜研修など各種施策の成果もあり、足許14.2％と5

か年計画の目標を前倒しで達成していますが、今後は役
員・部長クラスへの登用に向けて取り組みを加速していく
必要があります。人財育成については、教育研修制度、資
格取得奨励制度の充実、ITリテラシー向上に加え、経営
幹部人財育成にも力を入れています。多様な人財が能力を
存分に発揮し、活躍できるように、自律的成長を促す育成
の仕組み作りに今後も貢献していきたいと考えています。

中期経営計画策定にあたっては、取締役会において何
度も議論を重ねてきました。10年後のありたい姿を議論
し、それを実現するための鍵となる3つのコンセプト「品
質」、「ソリューション」「相互の発展」を定めました。特
にBMLの「品質」への拘りは高く評価しており、今後さ
らに企業価値にまで昇華させていってほしいと期待してい
ます。「ソリューション」は、真に顧客から選ばれる企業に
なるために必要な取り組みですが、マインドの切り替えに
加え、ソリューション営業のできる人財の育成が課題と考

《 新中期経営計画の評価と実現に向けた課題 》

えています。検査に精通した人財の帯同営業などは始まっ
ていますが、今後さらに、検査、DX、営業の部門を跨い
だ人財の流動化も進めて、顧客の潜在的ニーズを汲み取
り、高度なソリューションを開発、提案できる人財を育成
していってほしいと期待しています。
人事戦略においては、「働きやすく・働きがいのある職
場の実現」と「活気あふれる人財と組織の実現」を目指し、
環境整備、風土改革、人財投資を進めていく内容となっ
ています。私は常々、経営戦略と人事戦略を連動させてい

取締役会の実効性評価に於いては、構成、運営、議題
及び支える体制の４項目で評価しており、その詳細内容に
ついても問題は無いと判断している。評価結果にある様に、
●  定期報告は簡素化し、議論すべき議題を優先し、検討
すべき時間を考慮している。

●  質問等に対し、詳細説明をする機会を設けており、理
解度が向上する。

●  決議事項等の重要案件については、事前説明を行い、
検討時間を与えている。
等々、今までの課題の改善は進んでいる。
取締役会への要望は、

《 ガバナンスの実効性向上に向けた取り組み 》

①取締役会の実効性評価と課題 ●  重要議題（設備投資案件）の実施後の進捗状況、計
画時との差異及びその要因等の定期的報告

●  各部署の実績報告に於いて、今期重要施策の概要、
進捗状況の報告（不定期）
を考慮していただきたい。

取締役としての役割は、BMLグループの“継続的成長”
を達成するために貢献していくことであり、そのためには、
自らが持つ技術・知識・人脈等を活かし、意見を発信し
ていく次第です。

②実効性の向上に向けた役割

かなくてはならないと助言してきました。中期経営計画策
定に当たっては、そうした観点を踏まえ、中核人財の育
成・配置、戦略人財の確保・活躍に重点を置いた戦略を
議論し、施策に盛り込むというプロセスを踏んでいます。
ゲノム解析、DX、治験といった戦略分野に、どのようなス
キルを保有した高度専門人財を、どのくらい採用、育成し
ていくのかという計画も策定しました。経営戦略に連動し

た人財ポートフォリオ構築に向けた一歩を踏み出せたので
はないかと思っています。
中期経営計画を実現していくのは職員一人ひとりであり、
人の成長こそが企業の成長に繋がると信じています。今後
も人事・人財育成分野での経験・知見を活かして、人財
ポートフォリオ戦略、ダイバーシティ戦略を機動的に見直
し、高度化していくことに貢献していきたいと考えています。

売上高は2023年実績＝1,344億円であり、2019年対
比＝＋11.3％（年平均＝＋2.9％）第9次中計の最終年度
（2028年）売上高計画＝1,600億円、2023年度比＝ 

《 新中計の評価と実現に向けた課題 》
①新中計の評価

1-1 売上高（除：コロナ関連）
＋19.0％（年平均＝＋3.8％）の成長が不可欠となる。
前中計の成長率を継続した場合の2028年売上高＝
1,507億円となり、93億円未達となる。しかし乍ら、基
本戦略を確実に遂行することにより、達成し得るものと期
待しています。
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社外取締役　大澤 茂

データセクション価値創造のための成長戦略BMLグループとは BMLのサステナビリティ

社外取締役メッセージ

前中計策定時は新型コロナの流行拡大時期に重なるた
め、ウイルスへの対応と中長期的な経営課題への対応を

《 前中計の振り返り 》

どう融合させ、両立させるかという課題があったと推察し
ます。ウイルスへの対応により売上高、営業利益ともに中

計初年度に飛躍的に増加しますが、ウイルスの減少に伴
い急減し、その運用とともに実績評価の難しい期間であっ
たといえます。最終年度の実績としては、売上ほぼ目標達
成、営業利益目標未達という結果に終わっていますが、
その期間中、地方の検査能力を拡充し、地産地消型へ移
行することにより報告日数の短縮を実現させました。社会
の要請に前倒しで応えたことにより検査シェアが他社を圧
倒し、新型コロナウイルスが国民生活に与える影響を抑制
することにより、大きな社会貢献を果たしています。そして、
その対価としての未処分利益の積み上げを果たし、弊社
グループが発展する期間となったと評価しています。
さらに、その蓄積した資本の活用先として、次世代ラボ
構想を検討し、BML総合研究所の再構築への成長投資や
M＆Aの検討を進めていたことは、将来を見据えた果断の
投資、リスクテイク姿勢が認められ、ガバナンスも含め評価
されるものであります。また、取締役会の議論を通して計
数の上下に一喜一憂することなく、品質の向上という姿勢
を貫いていたことが察せられ、社外から見ても安定感と長
期的視野に基づいた舵取りをしているものと感じています。

中計期間はBML総合研究所の新棟を始めとする10年
後を見据えた成長投資の減価償却負担が重く、表面的
な計数は売上、利益ともに厳しい見通しの中で、これを
どう統制し、成長の礎を築きながら、同時に株主還元を
実現させるかということが議論の中心でした。前中計で

新中計の策定プロセス、評価及び実現に向けた課題
どのような議論が実施されたのか

浮き彫りとなった利益率低下の根本要因として、長いデ
フレからインフレへの転換や担い手不足という大きな外
部環境の変化があり、弊社にも考え方の転換が求められ
ました。具体的には営業におけるプライシングや集配の
見直し、検査各工程での生産性向上、効率化、コスト
削減策を進めていくために、売上至上主義的な企業風土
を利益、効率重視に転換させていくことが必要という結
論を導き出しています。

計数計画の策定にあたりゴールありきでハードルを上げ
すぎると、逆風の事業環境と集中投資期間の中で組織的
に無理が生じ、定量、定性面の両方とも中途半端な期間
に終わる可能性がある。したがって、実現可能な具体的
施策を伴った計数目標が必要で、その施策の実現が長期
的な株主価値の向上につながるものであるべきという助
言をさせていただいた。これに対しては、計数計画の策
定や戦略、戦術の基本的考え方として反映され、適正な
株主還元を実現するためのROEの向上とのバランスが熟
慮されていると考えている。
また、事業ポートフォリオの最適化という課題に関して

10年後、20年後を見据えた、臨床検査事業につぐ、2本
目の経営の柱の育成に向けた端緒の期としてほしいと申し
上げたが、外部、内部環境を考えると、現実的には現段
階で計数計画とはしがたい状況であり、次期中計以降に
その具体化を委ねたいと思います。

社外取締役としての助言内容とその助言が、
執行側に反映されたか

グループビジョンの実現に向けて、「更なる品質」「ソ
リューション」及び「相互の発展」をキーコンセプトとし、
次世代ラボ構築（今後10年先迄持続可能な検査能力の
拡大）を核とした6つの基本戦略「売上・シェア拡大」「収
益性向上」「事業ポートフォリオ最適化」「サービスレベル
強化」「標準化推進」「高機能検査開発」を策定している。
特に、昨期迄の課題であった、

●  検査原価上昇及び低価格要請による収益率の低下
●  検体集配事業の放任による原価上昇
●  検体受入れ業務の非効率による原価上昇
●  電子カルテ事業に於ける、サービスレベルの低下によ
る事業拡大への弊害

●  自社では不可能な高機能検査の受託不可による事業拡
大への弊害

●  検査品質異常による信頼性の喪失、作業効率の低下及
び検査原価上昇
等に対して、基本戦略に基づき対策を講じている。具体
的には、
●  品質向上及びサービスの提供による顧客との信頼性強
化、適正価格の制定及びシェア・収益の拡大

●  非効率作業の革新及び作業ロスの削減による原価低減
●  検査部門とシステム部門の協働による品質の強化及び
品質異常の“０”化

●  検査能力の拡大による事業規模の拡大

1-2 経営戦略 が期待され、課題解決が可能と思われる。
中期経営計画に示す、事業規模（売上高・シェア）の
拡大と利益の向上が達成可能であると考えている。

品質異常は、具体的な収益の計数には表れ難いが、
異常発生による原価上昇、顧客との信頼性・シェアの低
下に直結する喫緊の課題であると認識している。その内
訳では、特に、繰返し品質異常が多発している。
その要因としては、

●  検査員の知識不足、責任感の欠如
●  上司の指導・確認不足
●  SOPの欠陥・未制定
等が考えられる。その対策として、
●  検査認定制度の充実・定期的技術確認
●  「標準化推進」の行程の明確化・実施
●  数値（検査結果）で語れる検査員の育成
●  品質異常事例集を編集し、読み合せ教育の実施（始
業前に１事例）

●  マイスター的検査員の“暗黙値（知識）”の抽出
の実施を希望します。
「危険の中に安全は在る」（品質安全の周りには、品質
異常となる要因が必ず存在する）という認識を絶えず持ち、
「品質安全文化の醸成」に努めて貰いたい。

②新中計の課題に向けた取り組み

社外から見ると、資本コストや株価を意識した経営を
推進するという意識のもとROE向上への取り組みが具体
的に示されたことを評価しています。今中計は、集中投資
期間にあたるため、達成に向け多くの課題がありますが、
伸びしろも多く、各種具体的施策の推進過程で仮説と検
証を繰り返すことにより有益な期間となると思っています。
また計画期間の目標が長期的成長目標と紐付けられ、併
せて品質向上という臨床検査業界を牽引するテーマが継
続されるよう計画されています。

《 新中計の評価と実現に向けた課題 》

社外取締役としての新中計に対する評価、
実現に向けての課題認識

中計実現に向けての具体的施策の中では、合理的なロ
ジスティクスやプライシングという新たなチャレンジや利
益重視の企業風土への転換という課題があります。私自
身、事業法人の経営再建における企業改革や、ゼネコン
経営における利益重視への変革という経験を有していま
す。新中計画策定に向けては取締役会で多くの有益な議
論が実施されましたが、今後その推進管理という中間段
階においても、これらの知見をもとに活発に議論を進めて
いきたいと考えています。

中計実現に向けた課題に関して、自身の専門領域や
知見をどのようにグループの成長へ作用させるか
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データセクション価値創造のための成長戦略BMLグループとは

社 長監査部門
（信頼性保証部）
（監査室） リスクマネジメント

総括責任者

リスクマネジメント会議

主管部門

各本部
（リスクマネジメント責任者）

実施部門

リスク管理部

発生件数

損
害
額
＋
信
用
評
判

網掛け部分は優先対応リスクリスクマップと主要なリスク

1
1：低頻度 2：数年に1回 3：年に数回 4：月に数回 5：週に数回

2

3

4

5

6 災害

インフラ

労務管理 コンプライアンス

情報漏えい

その他影響度
大

BMLのサステナビリティ

コーポレート・ガバナンス

コンプライアンスポスター

● コンプライアンスに違反する行為の禁止、同行為の指示や教唆、黙認の禁止
● 人権の尊重として差別やハラスメント等の禁止
● 生命の尊厳を第一義と認識し、各種業務を法令ならびに規則等に則り、高い倫理観と社会的良識をもって遂行すること　等

BMLグループでは、世界各地で自然災害の甚大化を引
き起こしている気候変動等、各種の危機が増大する状況
でも、事業を継続するため、危機管理委員会を設置して
います。
危機管理委員会では、大規模な自然災害、不慮の事

危機管理体制
件、事故による生命または健康の危機等の8項目を危機
として設定しています。経営に大きな影響を与える重大な
危機等が発生した場合は危機管理委員会が招集され、
直ちに組織横断的に動き、事態の沈静化に向けた対応を
行います。

リスク管理体制については、BMLグループのリスクマネ
ジメント基本方針を定め、その実行のため「リスクマネジ
メント基本規程」に基づきリスクマネジメントシステムを
構築しています。リスクマネジメントシステムを有効に機
能させることにより、個々のリスクを継続的に監視すると
ともに、万一の有事発生時には、迅速かつ適切に対処で
きる体制を整備しています。
また、リスクを一元的に管理する部署としてリスク管理
部を設置し、リスクの予防および分析に関する業務を
行っています。

リスクマネジメント推進体制

リスク管理部は、BMLグループが直面するリスクの種
類および影響度を把握するため、各種リスクを網羅し、
各リスクに対し「損害額」、「信用評判」および「発生係数」
を明確にし、影響度を評価します。各主管部門はリスク
管理部と連携してリスク対策を実施します。

リスク評価

主要なリスクと対応策

BMLグループではコンプライアンスを「法令遵守はも
とより、基本的人権の尊重、企業倫理や社会規範等の遵
守ならびに実践」と定義し、職員の行動指針では、これ
を実践することで公正な業務を行うとともに、積極的な

コンプライアンス
社会貢献に努めなければならないと定めています。BML

グループはコンプライアンス実現に向け、同指針が示す
以下の内容に則り行動しています。

また、社内のコンプライアンスを統括する組織としてコ
ンプライアンス委員会を設置し、コンプライアンス意識の
徹底、違反行為の未然防止活動等を実施しています。活

動結果については、四半期に一度開催されるコンプライ
アンス委員会で報告しています。

BMLグループではコンプライアンスの徹底に向けた取り組みとして、定期的な研修と自主監査を実施しています。

コンプライアンスの徹底に向けた取り組み

● ハラスメントについて
● コンプライアンスポストの重要性
● 営業秘密について 等

研修
テーマ

1. コンプライアンス研修
職員にコンプライアンスマインドの浸透を図るため、

BMLグループはコンプライアンス研修を実施しています。
コンプライアンス研修は職員に向け年２回、コンプライア
ンス上留意すべき旬のテーマを決めて実施しています。ま
た、新入職員向けには毎年4月、新入職員が陥りやすい

コンプライアンス違反の防止等、新入職員が業務を行う
うえで注意すべき事項を中心に実施しています。

2. 自主監査
コンプライアンス違反の早期発見、未然防止の観点か

ら四半期に一度関係会社を含めた各部署（営業所や検査
室等）でコンプライアンス自主監査を実施しています。自
主監査項目は、各ハラスメント行為、サービス残業、医
療関連法令に係る違反行為等を設定し、各部署でコンプ

ライアンス違反を点検してリスク管理部に報告します。報
告された内容については所管部署等で調査し是正を図り
ます。コンプライアンス自主監査は、各部署がコンプライ
アンスを意識する重要な機会にもなっており、コンプライ
アンス違反防止の一環として機能しています。

コンプライアンス違反があった場合の通報制度として、
BMLグループでは「コンプライアンスポスト」を設置して
います。通報手段としてイントラネットや顧問弁護士事務
所への投書等を採用しており、通報があった場合はコン

社内通報制度
プライアンス委員会事務局がこれを
受理し、通報内容に応じ関係部署と
連携を取りながら早期の対応を図っ
ています。

BMLグループでは、リスクマネジメントの基本的な考
え方、有効に機能させるための体制および活動方法等を
明確にし、適正なリスクマネジメントを実施することでグ
ループ全体の経営健全化ならびに安定化等を図ることを
目的にリスクマネジメント基本方針を定めています。
基本方針は基本目的と行動指針から構成されています。

リスクマネジメント
リスクマネジメント基本方針

基本目的はリスクを未然に防ぎ、万一危機が発生したとき
は迅速、適切に対処すること、さらに速やかに復旧対策を
講じて経営資源に対する影響の最小化と組織の機能維持
を図ることです。行動指針は職員の安全、健康および経
営資源の保全を図ること、経営資源に被害が生じたときに
は迅速かつ適切に復旧を図ること等を定めています。

カテゴリ リスク リスクの対応策

労務管理 過重労働 過重労働を防止するため、管理職に対する研修、労務管理体制の強化による早期把握と対策
等を行い、法令に基づく適正な労務管理を行っています。

コンプライアンス 関連法規の違反
職員等の不正、不祥事

コンプライアンスマインドの浸透を図るため、職員への研修を定期的に行っています。法令違反
等の早期発見、未然防止のため、四半期ごとにコンプライアンス自主監査を実施しています。社
内通報制度として「コンプライアンスポスト」を設置しています。

情報漏えい 顧客患者等の個人情報漏えい
社内機密漏えい

個人情報保護研修を職員等に毎年実施しています。個人情報保護検討会を毎月開催し、情報
漏えいが発生した場合の原因究明と再発防止策の策定等について協議しています。

災害 大雨・地震等による災害 大雨、地震等による災害時にも事業を継続するため、重要設備への浸水回避対策を実施してい
ます。また、2024年8月竣工の新棟には免震構造を採用しています。

インフラ 公共インフラの停止
電気、水道がストップした場合でも復旧まで事業を継続できるよう、自家発電設備を導入してい
ます。また、新棟には非常用発電設備（72時間対応）、上水・純水タンク（2-3日分確保）を
設置しています。
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データセクション価値創造のための成長戦略BMLグループとは

情報セキュリティ

BMLのサステナビリティ

昨今、インターネットを使ったサイバー攻撃が世界的に高度化しており、不正侵入によるシステム停止や情報

漏えいなどの脅威が高まっています。

BMLは、個人情報の中でもより安全性が求められる医療情報を扱う企業として、情報セキュリティの強化に取

り組んでいます。

BMLは、「豊かな健康文化を創造します。」を企業理
念にかかげ、システムサービスネットワークを生かした医
療情報企業として事業を展開しております。
インターネットの普及に伴い、企業に対しての情報セ

情報セキュリティ基本方針
キュリティ確保の要求が高まっています。多くの個人情報
を取り扱うBMLは、情報セキュリティ確保を重要な社会
的責任の1つであると考え、情報セキュリティ基本方針と
して以下のことを宣言します。

BMLは、最高情報セキュリティ責任者のもと、以下の
情報セキュリティ推進体制（情報セキュリティ推進委員
会）を整備し、情報セキュリティ活動に取り組んでいます。

情報セキュリティ推進体制

1.  本方針に基づき、情報セキュリティに関する社内規程を設け、必要な情報を適切に管理する。
2.  情報資産をいかなる脅威からも保護し、機密性、完全性、可用性を確保・維持するため、情報セキュリティ体制を
構築する。

3.  職員は、関連する法規、業界の規範を遵守し、行動しなければならない。また、情報セキュリティ確保における自己
の責任を認識させるため、教育訓練を通して周知徹底する。

4.  社会の環境変化、法規制の変化、情報関連技術の変化、および新たに発生したリスクに対応するため、情報セキュ
リティ活動の継続的な改善を実施する。

● 情報セキュリティや個人情報保護に関する定期的な研修
個人情報の取り扱いに関する事故や違反の発生防止に
は、日常の業務で個人情報を扱う際に、職員一人ひと
りが正しい知識を身につけ、高い意識を持つことが重
要だと考えています。そのために、情報セキュリティや
個人情報保護に関して、全ての職員を対象に 

e-ラーニングによる教育を毎年実施しています。

● 標的型攻撃メールの訓練と研修
職員が新規で電子メールを利用申請する場合は、電子
メール利用の際のリスクを認識するため、事前に標的
型攻撃メールの研修の受講を必須としています。また、
電子メール利用者に対して、サイバー攻撃を想定した
メール訓練を年12回実施し、訓練メールの開封者に対
しては電子メールの使用を制限しています。

情報セキュリティ推進委員会

最高情報セキュリティ責任者

情報セキュリティ推進責任者

クラウドサービス責任者

各本部

事務局

監査員

● ISO27001

情報セキュリティマネジメントシス
テムに関する国際規格です。（臨
床検査事業に関するコンピュータ
システムセンター業務、電子カル
テ開発業務、ならびにクラウド
サービス開発運用保守業務）

● ISO27017

BMLは、2022年12月に電子カ
ルテサービス（クラウド型電子カ
ルテ「Qualis Cloud」）において、
情報セキュリティマネジメントシス
テム（ISMS）の国際規格である
「ISO27017」を取得しました。
クラウドサービスは、利便性・拡
張性・コストメリットなどの観点から近年、急速に普及
しております。このような環境の中で、機密性の高い医
療情報を扱うBMLとしましては、セキュリティ管理体制
の向上と強化のため本認証を取得しました。なお、検
査結果照会サービス「B-Report」においても2021年
12月に本認証を取得しております。

情報セキュリティ認証

● 物理的対策
機密情報の保全のために、情報セキュリティエリアの
管理区域、管理体制について規定し、許可されていな
い者の入室を制限することによって情報の漏洩防止を
図っています。また、入退室の記録については、検閲
を実施しています。

● マテリアリティKPIの達成に向けた取り組み状況
2023年度にサイバー攻撃対策として、社内の全ての
PCにEDRを導入しました。また、標的型攻撃メール
の訓練を定期的に実施する体制を構築し、年12回の
訓練を実施しました。

● 組織的対策
ISO27001及びプライバシーマークの認証を取得し、
PDCAサイクルに則り適切なセキュリティレベルの維持
管理に努めています。また、その活動の中で第三者機
関によるセキュリティ診断を定期的に実施しています。

情報セキュリティ対策
● 技術的対策
インターネットを使用したアクセスは全て監視しており、
情報資産にアクセスできる端末を制限しています。サイ
バー攻撃に対しては第三者のセキュリティ専門機関によ
り24時間365日の監視を行っています。

情報資産を保護するには、情報セキュリティに対して高い意識を持つことが
重要であるため、全ての職員に対し次の二つの教育訓練を行っております。

情報セキュリティ教育 関連するマテリアリティ

● 情報セキュリティ
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価値創造のための成長戦略BMLグループとは BMLのサステナビリティ

財務・非財務データ

データセクション

※ 2016年9月1日付で普通株式1株につき2株の割合をもって分割しています。

11年間の要約財務データ

2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

損益状況（単位：百万円） 

売上高 99,047 104,404 109,024 111,243 113,502 117,129 120,732 138,571 186,067 159,462 137,964

売上総利益 36,441 37,038 38,855 39,799 40,463 42,227 42,250 54,768 86,951 61,446 45,628

販売費および一般管理費 28,253 30,063 30,426 30,470 31,126 31,777 32,487 34,831 38,061 37,509 36,461

営業利益 8,188 6,974 8,429 9,329 9,337 10,450 9,763 19,936 48,889 23,936 9,167

経常利益 8,582 7,527 8,830 9,711 9,811 10,880 10,211 20,803 51,077 24,182 9,605

親会社株主に帰属する当期純利益 4,990 3,874 5,424 5,948 5,988 6,646 6,375 13,711 33,741 15,578 6,034

財政状況（単位：百万円）

純資産 57,657 61,968 65,206 70,647 76,222 81,127 80,422 93,123 121,684 126,751 130,140

総資産 88,525 93,595 99,394 104,244 109,438 115,972 116,273 139,174 179,200 168,943 170,991

自己資本 55,188 59,213 62,123 67,199 72,520 77,072 76,099 88,377 116,163 122,467 125,843

キャッシュ・フローの状況（単位：百万円）

営業活動によるキャッシュ・フロー 10,931 11,495 11,978 11,307 12,079 12,507 12,771 19,574 45,603 11,742 14,446

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,762 △ 4,586 △ 3,234 △ 5,239 △ 3,538 △ 3,940 △ 5,213 △ 4,584 △ 7,297 △7,627 △21,137

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 2,622 △ 2,806 △ 2,916 △ 2,856 △ 2,983 △ 3,041 △ 8,784 △ 3,382 △ 9,828 △ 9,715 △ 5,733

現金および現金同等物期末残高 24,649 29,061 34,910 38,122 43,679 49,204 48,246 59,853 88,360 82,760 70,338

1株当たり情報（単位：円）

1株当たり純資産 2,598.60 2,787.90 2,924.69 1,581.60※ 1,703.27 1,809.34 1,873.36 2,174.27 2,909.29 3,138.63 3,228.06

1株当たり当期純利益 234.98 182.45 255.40 140.03※ 140.83 156.07 151.27 337.44 833.24 395.84 154.81

1株当たり年間配当金 50.00 60.00 60.00 35.00※ 35.00 38.00 45.00 70.00 120.00 100.00 80.00

財務指標（単位：％）

売上高総利益率 36.8 35.5 35.6 35.8 35.6 36.1 35.0 39.5 46.7 38.5 33.1

売上高営業利益率 8.3 6.7 7.7 8.4 8.2 8.9 8.1 14.4 26.3 15.0 6.6

売上高経常利益率 8.7 7.2 8.1 8.7 8.6 9.3 8.5 15.0 27.5 15.2 7.0

ROE 9.4 6.8 8.9 9.2 8.6 8.9 8.3 16.7 33.0 13.1 4.8

ROA 5.8 4.3 5.6 5.9 5.6 5.9 5.5 10.7 21.2 8.9 3.5

自己資本比率 62.3 63.3 62.5 64.5 66.3 66.5 65.4 63.5 64.8 72.5 73.6

配当性向 21.3 32.9 23.5 25.0 24.9 24.3 29.7 20.7 14.4 25.3 51.7

財務データ
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■ 金融機関 14.3%

■ 1単元未満 8.3%

■ 1単元以上 82.5%
■ 5単元以上 2.9%
■ 10単元以上 4.2%
■ 50単元以上 0.6%
■ 100単元以上 0.8%
■ 500単元以上 0.2%
■ 1,000単元以上 0.3%
■ 5,000単元以上 0.2%
■ 自己株式 0.0%

■ 金融商品取引業者 1.0%

■ その他の国内法人 29.5%

■ 個人・その他 22.8%

■ 外国法人等 24.6%

■ 自己株式 7.8%
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価値創造のための成長戦略BMLグループとは BMLのサステナビリティ

会社概要・株式関連情報

データセクション

株価情報・株主総利回りの推移

※ 2019年4月を100とする。

会社概要（2024年3月31日現在）

会社情報

商号
株式会社BML
（英名　BML, INC.）

本社所在地
東京都渋谷区千駄ヶ谷5-21-3
TEL: 03-3350-0111（代表）
https://www.bml.co.jp/

BML総合研究所
埼玉県川越市的場1361-1
TEL: 049-232-3131（代表）

設立 1955年7月

資本金 60億45百万円

職員数 4,513名（連結）

事業内容 臨床検査の受託業務等

株式分布状況

株価チャート

※1. BMLは、自己株式3,310千株を保有しておりますが、上記大株主から除いております。
　2. 日本マスタートラスト信託銀行㈱の所有株式は、全て信託業務に係わる株式であります。

株主名 持株数（千株） 持株比率（%）

株式会社ビーエムエル企画 10,154 26.0

日本マスタートラスト
信託銀行株式会社
（信託口）

3,222 8.3

近藤健介 3,171 8.1

SSBTC CLIENT 
OMNIBUS ACCOUNT

1,425 3.7

近藤シゲ 1,080 2.8

株式関連情報（2024年3月31日現在）

大株主

（BML総合研究所6期棟）

104BML REPORT 2024BML REPORT 2024103




